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第１章 序論 
 
1.1 研究の背景と目的 
 
1.1.1 廃棄物最終処分場の概要 
 
①廃棄物最終処分場の分類 
 廃棄物最終処分場には、安定型廃棄物最終処分場、管理型廃棄物処分場、および遮断型
廃棄物最終処分場がある。 
 安定型廃棄物最終処分場は、安定型廃棄物、浚渫土砂、建設発生土等によって埋め立て
られる。安定型廃棄物最終処分場の護岸の技術的な留意事項は、土砂の吸い出し防止、お
よび余水吐きからの濁水防止等であることなど、一般の護岸と同様であり港湾の施設の技
術上の基準に従って設計される。安定型廃棄物とは、海洋汚染及び海上災害の防止に関す
る法律（以下「海防法」という。）施工例第 5 条第１項第１号に掲げられている廃棄物であ
り、水底土砂（有害水底土砂等を除く。）、金属くず（自動車等破砕物等を除く。）、廃プラ
スチック類、ゴムくず、ガラスくず、陶器くず、コンクリートの破片、その他これらに類
する不要物をさす。 
 遮断型廃棄物最終処分場は、有害型廃棄物によって埋め立てられる。有害型廃棄物とは、 
廃棄物処理法の適用を受ける場合には、「金属等を含む産業廃棄物に係わる判定基準を定め
る総理府令」（昭和 48 年２月 17 日総理府令第５号）で定める基準に適合しない汚泥、鉱さ
い、燃え殻、ばいじん等の有害産業廃棄物を指す。海防法の適用を受ける場合は、上記の
有害産業廃棄物、及び有害水底土砂を指す。 
 管理型廃棄物最終処分場には、一般廃棄物および管理型産業廃棄物によって埋め立てら
れる。一般廃棄物とは、廃棄物処理法第 2 条第２項において産業廃棄物以外の廃棄物と定
められている。また、産業廃棄物とは、廃棄物処理法第２条第４項において、産業活動に
伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、
その他政令で定める廃棄物と定められている。管理型産業廃棄物とは、安定型廃棄物およ
び有害型産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 
 本研究においては、管理型廃棄物最終処分場のうち海上に建設される廃棄物埋立処分場
の廃棄物埋立護岸における鋼矢板を用いた遮水構造の耐震性能の照査法を対象としている。 
 
②廃棄物埋立処分場の整備実績 
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 廃棄物埋立処分場の建設は、我が国においては昭和 47 年度に大阪港の北港北地区におい
て開始され、平成 16 年３月現在全国で 74 施設が完成もしくは建設中である。表 1.1.1 に廃
棄物埋立処分場の着工施設数を5年ごとに区切って示す。5年ごとに区切った着工施設数は、
ある程度の増減はあるものの、ここ 10 年間の着工件数が多く着実に整備が進捗しているこ
とがわかる。 
 これら 74 施設の合計の受入面積は 49,738 千ｍ２、受入容量は 818,843 千 m3、護岸延長
は 229.85km となっている。廃棄物の種類別計画受入量を表 1.1.2 に示す。受入量が多いの
は、浚渫土 398,174 千 m3（48.2%）、陸上残土 211,968 千 m3（25.6%）、一般廃棄物 130,898
千 m3（15.8%）などである。 
 
 
 
      表 1.1.1 廃棄物埋立処分場の着工件数（平成 16 年 3 月現在） 
着工年度 47～48 49～53 54～58 59～63 1～5 6～10 11～15 合計 
施設数    2    7   14   10   12   19   10   74 
 
 
       表 1.1.2 廃棄物種類別計画受入量（平成 16 年 3 月現在） 
廃棄物種類 一般廃棄物 公共産廃 民間産廃 陸上残土 浚渫土  合計 
受入量(千 m3) 
        (%) 
130,898 
     15.8 
 33,899 
    4.1 
52,693
    6.3 
211,968 
   25.6 
398,174 
   48.2 
827,651 
  100.0 
 
 
 
③管理型廃棄物埋立処分場の建設事例 
 管理型廃棄物埋立処分場および管理型廃棄物埋立護岸の理解を助けるために、代表的な
管理型廃棄物埋立処分場のひとつである大阪湾広域臨海環境整備センター神戸沖埋立処分
場の概要について述べる。事業主体は、大阪湾圏域の広域処理対象区域から発生する廃棄
物を適正に処理し、大阪湾圏域生活環境の保全を図ることなどを目的に昭和 47 年に設立さ
れた大阪湾広域臨海環境整備センタ （ー通称フェニックスセンター）である。出資団体は、
近畿２府４県の 201 地方公共団体および４港湾管理者である。フェニックスセンターは、
供用中の３つの埋立処分場（尼崎沖、泉大津沖、神戸沖）と建設中の１つの埋立処分場（大
阪沖）、ならびに９カ所の廃棄物搬入・積出し基地を有する。 
 写真 1.1.1 に示す神戸沖埋立処分場は、平成 10 年度に建設着工され平成 13 年度から供用
が開始されている。神戸沖処分場は管理型廃棄物埋立処分場であり、処分場の面積 88ha、
計画埋立容量は 1,500 万 m3となっている。計画埋立容量の内訳は、一般廃棄物 31.3％、産
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業廃棄物・災害廃棄物 48.7%、陸上残土 20.0％である。 
 東西南北の４つの護岸の構造は、傾斜式捨石護岸を基本とし、設計波浪が小さな北護岸
は２重矢板護岸となっている。傾斜式捨石護岸の中央部には鋼矢板による遮水構造が設け
られている。海底地盤は軟弱な粘性土であり、経済性の観点からサンドドレーンによる地
盤改良が行われている。 
 廃棄物は、積出し基地（写真 1.1.2）からボックスバージによって神戸沖埋立処分場まで
運搬され、バックホウによって揚陸し（写真 1.1.3）、ベルトコンベアーによって散布・埋立
される（写真 1.1.4）。 
 埋立完了後の埋立地は港湾関連用地、交流拠点用地、緑地として活用されることとなっ
ている。 
 
 
 
 
 
写真 1.1.1 神戸沖埋立処分場 
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写真 1.1.2 積出基地 
 
 
写真 1.1.3 バックホウによる揚陸 
 
 
 
写真 1.1.4 ベルトコンベアー 
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1.1.2 護岸等の耐震性に関する既往の研究 
 
 港湾構造物のうち岸壁の耐震性能に関して、1995 年の兵庫県南部地震における被災事例
などを元に、解析計算による被災変形量の解析方法の研究、解析計算による被災原因の分
析、模型実験による被災メカニズムの研究など多くの研究成果があげられてきた。護岸構
造を対象とした研究は報告されていないが、岸壁と護岸の構造上の類似性が高いことから
これらの岸壁に関する研究事例について述べる。 
①重力式岸壁の変形量の解析方法に関する研究事例 1) 
 一井らは、兵庫県南部地震において被災した神戸港のケーソン式岸壁に対し、解析プロ
グラム FLIP による 2 次元有効応力解析を実施し、解析プログラムの適用性を検証、ならび
に被災メカニズムの概略を示している。 
 解析に用いた液状化汎用解析プログラム FLIP は、応力－ひずみ関係として東畑・石原に
よる任意方向せん断の双曲線モデルを、過剰間隙水圧については井合らによる塑性せん断 
仕事及びせん断応力の関数として与えるモデルが用いられている 2)。 解析は非排水条件で
行われ、モデルのパラメータは各種地盤調査・試験結果（PS 検層・凍結サンプリングを含
む）に基づいて決定されている。 
 被災現象の再現計算の対象とした岸壁は、神戸港六甲アイランドの南側にある－14m 岸
壁である。図 1.1.1 に被災状況を示す。岸壁の変形は、天端の水平変位が海側に約 5m、同
鉛直変位（沈下）が約 2m、傾斜角が約 5 度である。 
 解析によって得られた変形図を図 1.1.2 に示す。天端の水平変位が海側に約 3.5m、鉛直
変位（沈下）が約 1.5m、傾斜角が約 4％という結果であり、実被害とオーダー的に整合す
る結果となっている。 
 
②被災メカニズム検討に関する実験的研究の例 3) 
 中原らは、兵庫県南部地震において特に被害が大きかったケーソン式岸壁の被災メカニ
ズムを検討する目的で、縮尺 1/17 の岸壁模型を制作し、大規模な再現性実験を行った。 
 模型振動実験では、水深 2m の水槽の底面に振動台が設置されている水中型の振動台を用
いた。実験に用いた入力波は、神戸市開発局がポートアイランド地区 KP.-28m レベルで観
測した記録を時間の縮尺比で圧縮したものである。模型実験の縮尺比は、地盤を二層系飽
和材と仮定したときの波動方程式を支配方程式として井合が提案した１G 場における相似
則 4)に従って 1/17 に決定した。模型は、神戸港ポートアイランド地区のコンテナ埠頭-12m
岸壁 PC-1 をモデルとして作成した。 
 実験結果により計測されたケーソン式岸壁の変形状況を図 1.1.3 に示す。ケーソン本体と
基礎マウンドの相対変位は小さく、ケーソンを載せたマウンド全体が置換土層にめり込み、
沈みながら海側に移動している。ケーソン変位に大きな影響を与えているのは、置換土層
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の軟化に伴う地盤のせん断変形であることが明らかとなった。地表面の沈下量およびケー
ソンの移動量に関しては、実験による値と現地被害の実測値は良い対応関係にあり、模型
実験の精度と相似則の適応性を示す結果となった。 
 
③液状化に伴う流動の評価法に関する研究例 5) 
 安田らは、液状化に伴って生じる地盤の流動を線形の有限要素法により簡易的に評価す
る方法を提案している。地盤の流動を液状化後ゆっくり生じる現象と想定し、地盤に繰り
返しせん断応力を加えて液状化させた後単調に載荷させる実験を行い、液状化後の砂の応
力－ひずみ関係を求めたところ、剛性が非常に小さい微小抵抗領域とその後の剛性回復領
域に分けられることがわかった。これらをそれぞれ線形の関係に置くことで、簡易解析に
用いる砂の応力－ひずみ関係をモデル化した。さらに、液状化層上部の非液状化層やケー
ソン直下の地盤についても線形の応力－ひずみ関係にモデル化する方法を提案した。これ
らを用いて地震被害解析を行ったところ、かなりの精度で実被害を説明できることがわか
った。 
 1995 年の兵庫県南部地震によって被災した魚崎浜のケーソン式護岸の解析を行った。図
1.1.4 は、解析の対象としたケーソン式護岸の被害状況を示す。柱状図から読み取った N 値
データ、および既存の研究成果から各種パラメータを設定し、有限要素法によって液状化
した後の流動によって生じる地盤の変形を解析した。解析結果を図 1.1.5 に示す。ケーソン
天端の変位は 1.2m で、実測地の約 2m と比べやや小さいが、本解析は実被害の全体的な変
位を捉えており、変位分布を推定する目的には十分実用的に使用することができる。 
 
④護岸移動に起因した側方流動による地盤変位予測手法に関する研究例 6) 
 濱田らは、側方流動のメカニズムと変位予測手法に関し、模型実験および既往地震にお
ける事例分析に基づき、液状化地盤の大変形が主として液状化土の流体的挙動によるとの
考え方により地盤変位予測手法の研究を行っている。そして、液状化地盤の側方流動によ
る変位量の予測にあたって、地盤条件、地形および護岸の構造条件などを統一的に処理す
るために GSI を活用して｢液状化地盤の側方流動システム｣の開発を行った。 
 この一連の研究において、護岸移動に起因した側方流動による地盤変位の予測手法の提
案が行われている。護岸背後地盤の水平移動量は、図 1.1.6 に示すようにまず護岸自体の移
動量を求め、これに護岸からの離間距離と背後地盤の液状化層厚による移動量減衰率を乗
じることにより求める。護岸の移動量の推定については、兵庫県南部地震などの既往の地
震における護岸の移動量の事例分析結果に基づく護岸の変形率 7)を用いている。 
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       図 1.1.1 六甲アイランドの-14m 岸壁被害状況 
 
 
   
図 1.1.2 FLIP による-14m 岸壁の変形図 
 
 
 
図 1.1.3 模型実験結果のケーソン式岸壁変形図 
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           図 1.1.4 魚崎浜の護岸の被害状況 
 
 
 
図 1.1.5 FEM 計算による変形図 
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                        ←（水深、護岸形式、液状化発生の有無） 
 
 
                      ←（護岸背後地盤の液状化層厚など） 
 
 
地盤の水平変位量の推定 
 
 
       図 1.1.6 護岸背後地盤の側方流動量の推定 
 
 
 
 
1.1.3 管理型廃棄物埋立護岸の遮水矢板の耐震設計法の現状 
 
(1)管理型廃棄物海面処分場の特徴 
 
 廃棄物最終処分場には、安定型廃棄物最終処分場、管理型廃棄物最終処分場および遮断
遮断型廃棄物最終処分場がある。本研究においては、一般廃棄物および管理型産業廃棄物
（いわゆる管理型廃棄物）が埋め立てられている管理型廃棄物の埋面処分場を対象として
いる。 
 海面処分場は、陸上処分場に比して次のような特徴を有している。8) 
 
① 管理型廃棄物埋立護岸は、波浪、高潮、津波等に対して安全であるとともに、保有水
等が海域へ流出することがない構造でなければならない。 
② 管理型廃棄物埋立護岸の遮水工は、波浪、海面処分場内外の水位差等の影響を受けや
すいため、それらの影響についても配慮しなければならない。 
③ 粘性土地盤は、遮水性が確保できる反面、軟弱なものが多い。そのため、管理型廃棄
物護岸の築造においては、粘性土地盤が有する遮水性を確保しつつ、軟弱地盤の対策
を行う必要がある。また、遮水工は、粘性土地盤の変形に伴う影響に対して耐久性を
有する必要がある。我が国の平野部から海域にかけての地域の表層は、沖積粘性土層
で覆われている事が多い。この沖積粘性土は、一般的にその厚さは 10m 以上であり、
透水係数も 1×10－５cm/s 以下であることが多く、遮水基盤としては十分な機能を有
護岸の移動量の推定 
護岸からの離間距離による 
変位の減衰率の推定 
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すると考えられる。 
④ 海面処分場内の海水や雨水は、廃棄物の埋立処分が開始された時点から、適切な処理
を行い、海面処分場外へ排出する必要がある。 
⑤ 海面処分場の維持管理上、モニタリングする必要がある環境に係わる項目は、周辺の
海水および海底土の汚染、ならびに廃棄物の飛散・流出である。保有水等が、不透水
性地層である粘性土層を通って長期的に周辺海域へ浸透する可能性はあるが、重金属
等の難溶性、土による浸透水の浄化作用などによって有害物質の流出は抑制される。 
⑥ 海面処分場では、管理型廃棄物のほか、浚渫土砂、建設発生土などが同一の埋め立て
地において埋立処分されることがある。 
 
(2)管理型廃棄物埋立護岸の設計法の基本方針と設計手順 
 
 管理型廃棄物埋立護岸は、次の基本方針に基づいて設計される 9)。 
① 管理型廃棄物埋立護岸は、水圧、波力、廃棄物および埋立土による土圧、地震力、自重、
上載荷重その他外力に対して安定であること。 
② 管理型廃棄物埋立護岸は、波浪、高潮、津波等に対し、海面処分場の保全および利用に
支障をきたさない構造であること。 
③ 改正命令 10)の趣旨に適合する遮水機能を遮水工が発揮し、周辺の公共の水域が汚染され
ないこと。 
 
管理型廃棄物埋立護岸の設計は、一般に図 1.1.7 に示す順序で行う。波浪、高潮、および津
波による越波に対して海面処分場の保全、海面処分場の跡地利用等を考慮して、管理型廃
棄物埋立護岸の構造形式、天端高、水叩き幅および排水勾配等を検討しなければならない。 
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  設計条件の決定 
 
護岸本体の形式の選定 
 
 遮水工の形式の選定 
 
   天端高の決定 
 
   断面の設定 
 
    安定計算 
 
                            （必要に応じて検討） 
地盤変形による影響の検討 
 
護岸・遮水工断面の決定 
 
    細部設計 
 
        図 1.1.7 管理型廃棄物埋立護岸の設計手順 
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(3)管理型廃棄物埋立護岸の遮水矢板の耐震設計法の現状 
 
 管理型廃棄物護岸の耐震設計は、一般に｢管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニ
ュアル｣（財団法人 港湾空間高度化センター 平成１2 年 11 月発行）11)に基づいて行われ
る。耐震設計に関わるマニュアルの記述は下記のとおりである。 
 
第２編 設計 
第２章 設計条件 
(6)地震及び地震力 
 管理型廃棄物護岸が耐震性を有するように設計するためには、地震及び地震力に対する検
討を行うことが必要となる。震度法で検討する際の地域別震度、重要度係数及び地盤種別係
数は、技術基準 12)第２編第 12 章地震及び地震力を参照すること。 
 管理型廃棄物護岸が地震による被害を受けた場合には、経済、社会活動に重大な影響を及
ぼすと考えられるため、外周護岸にかかわる構造の重要度係数は 1.2 以上とする。 
 
 本マニュアルにおける記述はレベルⅠ地震による護岸本体の耐震性能を規定するもので
あり、遮水構造の耐震性能の照査方法については記述されていない。また、護岸本体に対
する液状化発生時やレベルⅡ地震に対する検討方法についての記述もない。 
 しかし、海上に建設された管理型廃棄物埋立護岸においては、地震時に液状化が発生し
遮水矢板が破損すると汚染保有水の漏出というきわめて重大な環境問題が発生する可能性
がある。このため、近年においては廃棄物埋立護岸において液状化発生時やレベルⅡ地震
に対する遮水構造の安全性照査が行われている。ただし、これまでに検討された事例は、
地震時における護岸隅角部の３次元的挙動を解析する手法や、隅角部における遮水矢板の
耐震性能の照査方法がなく、護岸直線部における２次元動的解析のみが行われている。 
 本研究の対象とする鋼矢板による遮水構造を有する廃棄物護岸において、一般的に行わ
れる２次元の耐震性能照査方法は下記のとおりである。 
 まず、護岸本体を｢管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュアル｣に基づいて設
計する。 
 次に、遮水矢板について地震応答解析によって耐震性能を照査する。地震応答解析の手
法は大別すると、電子計算機を用いた数値計算による方法と、振動台を用いた模型実験に
よる方法があるが、一般的には、大掛かりな実験場等の機材を必要とせず比較的容易に検
討することができ、かつ現象の再現性技術が向上してきた電子計算機による数値計算によ
る方法が用いられる。 
 数値計算の計算モデルは、以下に示す４つのモデルがある。 
① 重複反射モデル（｢ＳＨＡＫＥ｣） 
② 質点モデル 
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③ 有限要素法モデル（｢ＦＬＩＰ｣ ｢ＦＬＵＳＨ｣ ｢ＢＥＡＤ｣ ｢ＦＬＡＣ｣ 
④ 連続体モデル（｢せん断梁モデル｣） 
 このうち、③有限要素法モデルの｢ＦＬＩＰ｣は、平成 7 年兵庫県南部地震において被災
した神戸港の港湾施設の解析によって現象の再現性が確認されており 13)、また耐震強化施
設の変形照査に用いられた多くの実績があり、一般的に港湾構造物の地震応答解析に用い
られている。 
 現在、港湾構造物の耐震性能の照査のために一般的に使用されている FLIP（Finite 
Element Analysis Program for Liquefaction Process ； ｢液状化による構造物被害予測プ
ログラム｣）は、運輸省港湾技術研究所において開発された有効応力法に基づく地震応答解
析プログラムである。 
 液状化検討の際に広く使用されている FLUSH や SHAKE との機能の差異は以下のとお
りである。 
  FLUSH は、1975 年に米国カリフォルニア大学バークレー校の Lysmer（1975）らが、
原子力発電所の建屋において地盤相互作用を考慮した地震応答解析を行うために開発した
プログラムである。これは、平面歪状態を解析対象とし、周波数領域で運動方程式を解く
全応力法に基づく２次元の有限要素法プログラムである。土の非線形性（歪の増大に伴う
せん断剛性の低下等）は、等価線形法により取り扱う。 
 SHAKE は、水平成層地盤を解析対象とし、周波数領域で運動方程式を解き、地盤の非線
形性は等価線形法により取り扱う。この意味で SHAKE は FLUSH の１次元版であると考
えることができる。 
 FLUSH や SHAKE は、もともと液状化解析のために作られたプログラムではないので、
液状化による地盤の剛性低下を考慮した解析ができない。また、液状化による地盤の変形
や構造部材の断面力の増大は、主に重力が作用している状態での地盤のせん断剛性の低下
に起因するが、これらのプログラムにおいて考慮できる荷重は地震力のみで、重力は取り
扱うことができない。したがって、FLUSH や SHAKE では、液状化に伴う地盤の残留変
形や構造部材の断面力の増大を評価することができない。ただ、FLUSH や SHAKE では
地震力によって地盤に生じるせん断応力は概ね評価可能なので、それから FL値を算出して、
地盤が液状化するかしないかを判定することは可能である。 
 一方、FLIP はこれらの課題を解決するため、液状化による地盤の剛性低下を考慮できる
モデルを備えている。FLUSH や SHAKE が等価線形法で対処した土の通常の非線形性は、
双曲線モデルを組み合わせたマルチスプリング・モデルにより表現し、さらに液状化の進
展に伴う過剰間隙水圧の上昇および有効応力の減少を追跡し、それらによる地盤剛性の変
化を捉えることも可能である。地震力と同時に重力の影響も考慮に入れることができるの
で、地震時の液状化の進展に伴う地盤変形を追跡して残留変形を求めることができると同
時に、液状化した地盤の土圧を受ける構造部材の断面力の変化も計算が可能である。 
 対象地震としては、表 1.1.3 に示すような考え方に基づいて、レベルⅠ、ならびにレベル
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Ⅱの２種類の地震動を設定し耐震性能の照査が行われる。レベルⅠ地震動に対しては、施
設の健全性の確保を目標とし、遮水機能の保持を確認する。この遮水機能の保持は、矢板
の発生応力が許容応力度以内であることを確認する。また、レベルⅡ地震動に対しては、
遮水性能の確保を目標とし、遮水矢板の破断および爪部の破損がないことを確認する。 
 
 
表 1.1.3 遮水構造の耐震性能の照査の考え方 
地震動のレベル 確認すべき耐震性能 確認すべき項目 
レベルⅠ地震動 施設の健全性 遮水矢板の発生応力度が許容
応力度以下 
レベルⅡ地震動 遮水性能の保持 遮水矢板の破断が発生しない 
爪部の破損が発生しない 
 
 
 
 
 
1.1.4 廃棄物埋立護岸の耐震性能照査上の問題点 
 
近年廃棄物処理施設の安全性に対する意識の高まりや技術開発の進展に伴い廃棄物処分
場の建設・管理に係わる法制度の改訂が進められ、廃棄物処分場に要求される構造および
機能が従来に比べ高度化してきている。管理型廃棄物処分場においては環境管理の難しさ
から陸上部における新規処分場建設が減少し、一方比較的に厳格な環境管理を行いやすい
海上部おける処分場建設の件数が増加してきている。 
 管理型廃棄物処分場を海上に建設する場合、処分場内の汚水の流出を防止するため、必
要な性能を有する遮水構造が採用される。海上における管理型廃棄物処分場における遮水
構造としては鋼矢板を用いることが一般的に行われているが、処分場内汚水の場外流出を
長期に渡って防止するためには、遮水矢板の耐震性能の確保が極めて重要な課題となる。
また、近年の防災意識の高まりから大規模地震動であるレベルⅡ地震に対しても遮水性能
が確保されることが要求されてきている。 
 しかし、遮水矢板は構造材として用いられることは少なく、建設事例の中には遮水矢板
の耐震性の検討が行われていないものも見受けられる。また、レベルⅡ地震に対する耐震
性を検討する場合においては、地盤だけをモデル化して地盤の地震時応答変位を求め、求
まった地盤変位は地盤バネを介して遮水矢板に強制変位として与え、遮水矢板に発生する
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変形、応力を求める応答変位法、あるいは地盤と遮水矢板を同時にモデル化して地震応答
解析を実施し、遮水矢板に発生する変形、応力を求める手法 14) が広く採用されている。こ
れらの手法においては、計算機の能力の限界や計算手法の技術的困難性のために、これま
での設計での解析対象断面は２次元に限られている。 
 実際の廃棄物処分場においては、護岸隅角部において２方向からきた遮水矢板が交差す
る構造となり、このような部分ではジョイントを設置して遮水矢板どうしを接続する。 
 一般的に地震時における護岸隅角部の変位は護岸直線部よりも少ないと言われており、
兵庫県南部地震等の被災事例 15)を見ても護岸隅角部における大きな変位は報告されていな
い。図 1.1.8 に、1995 年の兵庫県南部地震において被災した神戸港の岸壁、および 1993
年の釧路沖地震によって被災した岸壁あわせて 58 ケースの、岸壁上部工の海側への変位量
を示す。図において、横軸は岸壁の隅角部から測点までの距離を、縦軸は各測点の海側へ
の変位量である。全般に、隅角部での岸壁の変位量は小さく、隅角部の影響は 50m 程度ま
で及んでいる。隅角部において特に大きな変位が生じたものは見られなかった。 
したがって、隅角部における護岸本体部において構造的な問題が発生する可能性は少ない
が、遮水矢板の隅角部における安全性については、２次元断面での解析では評価すること
ができず、これまで明らかにされてこなかった。しかし、液状化によって敷砂や盛砂の剛
性が著しく低下することから、液状化が発生している間の隅角部の遮水矢板に発生する変
形、応力や、液状化が発生した後に地盤や廃棄物が過大に変形した場合に隅角部の遮水矢
板に発生する変形、応力を確認することがきわめて重要である。 
 
 
 
図 1.1.8 岸壁隅角部における上部工の変位量 
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1.1.5 本研究の目的と課題 
 
 海上に建設される管理型廃棄物処分場においては、地震時に地盤の液状化が発生すると
護岸隅角部の遮水矢板に大きな集中応力が発生し、遮水矢板の破損に伴う汚染保有水の流
出という重大な被害が発生する可能性がある。しかし、これまでは３次元動的解析の困難
性などから地震時における護岸隅角部の遮水矢板の挙動や応力の解析を行うことができな
かった。このため、本研究においては、レベルⅡ地震動によって液状化が発生した場合に
おける護岸隅角部の遮水矢板の３次元解析手法について研究し、護岸隅角部における遮水
矢板の耐震性能照査手順について提案を行うことを目的とする。 
 そして、この目的を達成するための本研究における課題は以下のとおりである。 
 
① これまで明らかにされてこなかったレベルⅡ地震動作用時の護岸隅角部の遮水矢板の
挙動を明らかにする。そして、耐震性の評価のためには３次元動的有効応力解析、お
よび３次元静的全応力解析が必要であることを示す。 
② ３次元動的有効応力解析に適用可能な土の構成式について検討し、面内方向の剛性と
面外方向の剛性に大きな差があってそのままでは解析モデルに組み込むことができな
遮水矢板について板モデルを用いたモデル化の方法を考案し、３次元動的有効応力解
析の手順を提案する。 
③ 液状化に伴って生じる地盤の流動によって発生する護岸隅角部の遮水矢板の変形と発
生応力を３次元静的全応力解析によって計算する方法を検討する。これまで液状化に
伴う地盤流動による地盤の変形解析は、２次元問題としてしか取扱われていないが、
これを３次元として取扱う方法について提案を行う。 
④ レベルⅡ地震によって遮水矢板に許容応力度を超える応力が発生した場合の矢板の遮
水性能を照査する方法についても明らかとなっていない。このため、遮水矢板のシミュ
レーションモデルによる載荷試験を行って矢板の応力と変形について解析し、遮水機能
を照査する方法について提案する。 
 
 レベルⅡ地震動によって液状化が発生した場合の隅角部遮水矢板の挙動解析を、3 次元動
的有効応力解析および３次元静的全応力解析によって行う必要があるが、その違いは以下
のとおりである。 
 本研究における 3 次元動的有効応力解析は、液状化による地盤剛性の低下を土の構成式
（応力増分とひずみ増分の力学的関係）によって表現し、液状化の進展に伴う過剰間隙水
圧の上昇、有効応力の減少を解析するものである。土の構成式は、微小変形解析に対応し
たものであり、取り扱い可能なひずみは数パーセント程度とされている。使用した土の構
成式である densification モデル 16)において塑性せん断ひずみと塑性体積ひずみを規定する
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パラメータは、繰返し排水せん断試験によって設定する。遮水矢板に影響を与える要因は、
地震動による慣性力である。遮水矢板の異方性は、シミュレーション実験によって面内方
向と面外方向の剛性を求め、板モデルによってこれを表現した。計算は、大規模計算とな
るために並列計算機を用いる必要がある。 
 本研究における３次元静的全応力解析は、地盤の流動を液状化後にゆっくり生じる現象
としてとらえ、地盤流動を線形の静的有限要素法によって簡易的に評価する方法であり、
ALID17)と呼ばれる２次元解析手法を３次元化することによって解析を行う。この手法は、
地盤剛性の低下を土の構成式によって表現することができない、土のひずみが大きい領域
に適用するものである。解析に使用する応力－ひずみ関係は、地盤に繰返しせん断応力を
加えて液状化を発生させた後単調に載荷させる実験結果から設定されている。液状化層の
せん断剛性低下率は、細粒分含有率と地盤剛性低下率によって与えられる。遮水矢板に影
響を与える要因は、液状化による地盤流動であり、地震力による慣性力は考慮していない。
本研究においては、遮水矢板を板要素でモデル化し,矢板の異方性は平面要素と梁要素を用
いて表現している。計算は、静的な３次元解析であり、小さな計算機を使用して計算する
ことが可能である。 
 このような液状化現象のとらえかたの違いによって、隅角部の遮水矢板の挙動の解析に
おいて両者で異なる計算結果が得られるものとなる。本研究における 3 次元動的有効応力
解析と３次元静的全応力解析の違いを表 1.1.4 に示す。 
 また、地震時の遮水矢板の挙動解析を３次元で取扱うことの意味は、地震時の隅角部護
岸および遮水矢板の挙動は 3 次元的であり、2 次元では表現できないことにある。地震動の
入射方向によってそれぞれの護岸の動きが異なることなどを表現する必要がある。地盤が
３次元的変形をする液状化問題を、2 次元で取扱うことと３次元で取扱うことは、その結果
において根本的な差が生じる可能性がある。 
 
 
 
 
表 1.1.4 3 次元動的有効応力解析と３次元静的全応力解析の比較 
 
 応力－ひずみ
関係の表現法 
矢板へ影響
を与える力 
ひずみ領域 液状化パラメータ
の設定方法 
矢板のモデ
ル化 
3 次元動的有
効応力解析 
土の構成式 
(Densification) 
 
慣性力 数％以内 繰返しせん断試験 異方性の 
板要素 
３次元静的
全応力解析 
室内要素試験 地盤流動 制限はない 単調増加載荷試験 平面要素と
梁要素 
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1.2 研究の構成 
 
 本論文は、図 1.2.1 に示すように第１章序論から第７章結論までの全７章で構成されてお
り、それぞれの内容は以下のとおりである。 
 第１章では、研究の背景と目的として、まず廃棄物最終処分場の概要を説明する。次に、 
護岸等の耐震性に関する既往の研究について説明する。そして、管理型廃棄物埋立護岸の
遮水矢板の耐震設計法の現状、廃棄物埋立護岸の耐震上の問題について記述し、本研究の
目的と課題について述べ、本研究の構成を整理する。 
 第２章では、実際に建設された廃棄物護岸を参考に護岸直線部について解析モデルを作
成し、護岸直線部について２次元動的有効応力の計算を行い、地盤変位と遮水矢板の発生
応力を計算し、護岸直線部における遮水矢板の耐震性能の評価を行う。 
 第３章では、廃棄物護岸の隅角部の３次元動的有効応力解析による液状化発生時におけ
る遮水矢板の変形と応力の計算方法について検討する。実際に建設された管理型廃棄物護
岸を参考に廃棄物護岸の隅角部について解析モデルを作成し、３次元動的有効応力解析に
適応可能な土の構成式等を検討し、異方性を有する遮水矢板のモデル化を提案し、並列計
算手法によってレベルⅡ地震動の３次元動的解析を行い、液状化発生時における隅角部の
挙動と遮水矢板の変形、発生応力を明らかにする。 
 第４章では、廃棄物護岸の隅角部における液状化に伴う地盤流動に伴う遮水矢板の挙動
の解析手法について検討を行う。この手法の特長は、大規模計算機を使用しないで隅角部
の耐震性能を確認できることにある。ALID による解析は２次元にしか対応していないため、
廃棄物護岸隅角部について解析モデルを作成し、２次元有効応力解析結果を２次元静的全
応力解析結果に変換し、これを３次元静的全応力解析に拡張し、液状化発生後の隅角部の
挙動と遮水矢板の変形、発生応力を明らかにする方法を提案する。 
 第５章では、遮水矢板に許容応力度を超す応力発生が生じた場合の、遮水性能の評価方
法を提案する。遮水矢板のシミュレーションモデルを作成し、載荷試験を行って矢板耐力
と発生応力の評価を行う。 
 第６章では、これまでの検討結果をとりまとめて、廃棄物護岸隅角部の遮水矢板の変形、
発生応力の計算方法と評価方法について提案を行う。 
 第７章では、管理型廃棄物護岸隅角部における遮水矢板の変形、発生応力の計算方法と
その評価方法に対する結論についてまとめ、本研究で得られた成果を統括する。 
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（第１章） 
序論 
・研究の背景と目的 
・研究の構成 
 
（第２章） 
護岸直線部における遮水矢板の耐震性能の考察 
・護岸構造と地盤のモデル化 
・2 次元動的有効応力解析モデルの作成 
・解析結果 
 
 
（第３章） 
 
 
 
 
 
（第４章） 
３次元静的全応力解析による隅角部遮水矢板の挙動の解析 
・３次元解析モデル 
・ALID を用いた３次元解析 
・護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
 
（第５章） 
遮水矢板耐力の解析と発生応力の評価 
・遮水矢板のモデル化 
  ・耐力の解析と発生応力の評価 
 
 
 
 
 
 
 
３次元動的有効応力解析による隅角部遮水矢板の挙動の解析 
・3 次元解析モデル 
・護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
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（第６章） 
隅角部の遮水矢板の耐震性能照査手順の提案 
  ・護岸直線部の遮水矢板の耐震性能の評価 
  ・３次元動的有効応力解析 
  ・３次元静的全応力解析 
  ・遮水矢板の発生応力の評価 
 
（第７章） 
結 論 
        
         図 1.2.1 本論文の構成 
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第２章 護岸直線部における遮水矢板の耐震性能の
考察 
 
2.1 概要 
 
 地震時に廃棄物護岸隅角部の遮水矢板に発生する応力状態と比較することを目的とし、2
次元動的解析を行って護岸直線部での遮水矢板に発生する応力状態を検討し、耐震性能に
ついて考察を行う。検討の流れを図 2.1.1 に示す。 
 2.2 護岸構造と地盤のモデル化において、管理型廃棄物護岸の建設事例を参考に、護岸構
造のモデル化、地盤のモデル化、および入力地震動の設定を行う。 
 2.3 ２次元動的有効応力解析モデルの作成において、護岸構造をメッシュ化し解析モデル
の作成を行う。 
 2.4 解析結果において、モデル護岸についてレベルⅡ地震に対する２次元有効応力解析を
行う。そして、解析結果の地盤変位および遮水矢板の変位を整理し、遮水矢板の発生応力
と耐震性能の照査を行う。 
 
護岸構造と地盤のモデル化 
・ 護岸構造のモデル化 
・ 地盤のモデル化 
・ 入力地震動の設定 
 
 
2 次元動的有効応力解析モデルの作成 
・ 解析モデル作成 
 
 
解析結果 
・ 地盤変位 
・ 遮水矢板の変位 
・ 遮水矢板の発生応力と耐震性能の照査 
 
              図 2.1.1 検討の流れ 
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2.2 護岸構造と地盤のモデル化 
 
2.2.1 護岸構造のモデル化 
 
 解析の対象とする護岸構造は、大阪湾において建設された管理型廃棄物処分場 1) を参考
として作成した。廃棄物処分場の平面形状は、長辺方向 2,000ｍ、短辺方向 1,000ｍの長方
形とし、設置水深は 14.8m とした。これを図 2.2.1 に示す。 
護岸構造は傾斜式捨石護岸とし、4 辺とも同じ構造とした。護岸断面を図 2.2.2 に示す。
護岸は、前面が捨石、背面は液状化強度が低い砂質土（盛砂）で構成されている。各護岸
の天端高さは、＋５ｍとした。護岸は軟弱な粘性地盤の上に建設されているため、護岸前
面側基礎は改良率 35％のサンドコンパクションパイル工法で、護岸背面側基礎はサンドド
レーン工法で地盤改良した。工学的基盤深さは、海底面から 26.7ｍ下方の－41.5ｍとした。 
 遮水矢板は、護岸断面のほぼ中央に位置し、矢板長は粘性土層内での根入れを考慮して
30.9ｍとした。 
 遮水基盤において必要な遮水性は、「管理型廃棄物埋立護岸 設計・施工・管理マニュア
ル」において｢一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分に係わる技術上の基準を
定める命令｣（平成 10 年 6 月 16 日 総理府、厚生省共同命令）の趣旨に適合することとさ
れている。共同命令における遮水性は、「透水係数１×10－５cm/sec 以下の粘性土地盤が５
m 以上の厚さを有すること」となっている。当該廃棄物処分場の建設地点においては、ボ
ーリング結果から透水係数１×10－6cm/sec 以下の沖積粘性土が 25m 以上存在することが
確認されており、処分場内部の地盤改良（サンドドレーン）の改良下端に、沖積層の圧密
沈下終了時において、未貫通層（沖積年粘土層）が５m 以上残るように改良下端を設定す
ることにより、沖積粘土層を遮水基盤とした。 
遮水矢板の地中部においては、基礎地盤における遮水性能の確保のために５ｍ区間につ
いて地盤改良を実施せず、粘性土地盤のままである。この遮水矢板は、護岸隅角部におい
て直交している。 
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図 2.2.1 廃棄物処分場平面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.2.2  護岸断面図 
 
 
 
2.2.2 地盤のモデル化 
 
 海底地盤および護岸材料の土質条件は、実際の設計事例で用いられた値を参考に設定し
た。海底地盤は、軟弱な粘性土（Ma13 層）が、深度－14.8ｍから－41.5ｍに分布するもの
とし、工学的基盤については、海底面から 26.7ｍ下方の Vs=305（m/sec)層とし、標準貫入
試験の N 値を 50 とした。 
 護岸材料については、盛砂と敷砂は N 値を 10、内部摩擦角を 36 度、廃棄物による土（廃
棄土と呼ぶ）は N 値を５、内部摩擦角 35 度の材料とした。 
2,000 m
1,
00
0 
m
遮水矢板隅角部
1,
00
0 
m
S.C.P S.D
▽ +0.1m
捨石 盛砂
敷砂
廃棄土
遮水矢板（長さ30.9m）
67.2m 65.6m
▽+5.0m
▽-31.5m
▽-35.5m
▽-41.5m
粘性土（Ma13層）
基盤（Vs=305m/sec）
▽ -14.8m ▽ -18.5m
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 動的解析に使用する護岸材料および基礎地盤のパラメータであるせん断弾性係数（Gm）
およびせん断弾性波速度（Vs）については、｢液状化による構造物被害予測プログラム FLIP
において必要な各種パラメータの簡易設定法｣2) の考え方に従って設定した。 
 護岸材料の基準拘束圧（σma＝98N/m2）でのせん断弾性係数は、式 2.2.1 から算出した。 
 
     Gm ＝ 14,112・N0.68 （kN/m2）          (2.2.1) 
 
 
軟弱な粘性土層（Ma13 層）の解析でのモデル化は、内部摩擦角 30 度の材料として考え
た。粘性土層のせん断弾性係数は、一軸圧縮強度 qu = 58.3（kN/m2）として、式 2.2.2 か
ら算出した。 
 
     Gm ＝ 16,660・qu（ kN/m2）      (2.2.2) 
 
 
 サンドコンパクションパイル層の土質定数は、砂杭と粘性土地盤の等価なパラメータを
設定する方法で求めた。 
解析に使用した各材料のパラメータの値を表 2.2.1 に示す。 
 
 
表 2.2.1  土質定数とパラメータ一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
材料名 深度（OP）単位m
単位体積重量
（kN / m３）
内部摩擦角
(度）
せん断弾性
係数（kN/m2） N値
ＶＳ
（m/sec）
遮水矢板 +5.0 ～ -25.9 78.50 － 80,770,000 － －
ブロック +5.0 ～ +4.0 23.00 － 953,000 － 2,000
栗石 +4.0 ～ +1.7 20.00 － 183,700 － 300
盛砂 +5.0 ～ -20.5 18.00 36.0 68,920 10 194
廃棄土 +5.0 ～ -14.8 15.00 35.0 43,020 5 168
捨石 +4.0 ～ -14.8 20.00 40.0 183,700 － 300
敷砂 -14.8 ～ -20.5 18.00 36.0 68,920 10 194
-16.8 ～ -25.9 17.10 35.9 25,660 － 122
-25.9 ～ -31.5 17.30 35.9 25,660 － 122
-31.5 ～ -35.5 17.70 35.9 25,660 － 122
-16.8 ～ -25.9 14.90 30.0 10,110 － 82
-25.9 ～ -31.5 15.80 30.0 10,110 － 80
-14.8 ～ -16.8 14.50 30.0 10,110 － 84
-16.8 ～ -25.9 14.90 30.0 10,110 － 82
-25.9 ～ -31.5 15.80 30.0 10,110 － 80
-31.5 ～ -41.5 17.70 30.0 10,110 － 76
基盤 -41.5～ 50 305
サンドコンパク
ションパイル
サンドドレーン
Ｍａ１３層
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2.2.3 入力地震動の設定 
 
港湾構造物の耐震設計の一般的な考え方は、レベルⅠ地震を対象として構造物の基本設
計を行い、そして必要に応じてレベルⅡ地震に対して機能性の保持の照査を行うものであ
る。レベルⅠ地震に対する設計震度は、75 年期待地震を想定した地域別震度に、地盤種別
係数、構造物の重要度に応じた重要度係数を乗じて算定される。一般的な港湾構造物にお
いては、レベルⅠ地震に対しては構造物に被害を生じさせないものとする。照査の対象と
するレベルⅡ地震動は、対象地域において過去に発生した最大の地震、または今後発生が
予想される最大地震を想定して推定する最大加速度をもとに設定される。 
本研究においては参考とした大阪湾における管理形廃棄物護岸の設計と同様に、レベル
Ⅱ地震動は大阪市土木建築構造物震災対策技術検討会：土木構造物の耐震性向上の指針解
説編（平成 9 年 3 月）3）を参考として上町波を検討対象波として設定した。上町波は、上
町断層に生じる直下型地震を想定したものであり、基盤加速度は 473gal である。上町波の
入力加速度波形を図 2.2.3 に示す。 
 
 
Max＝473.0gal Time＝8.49sec 
 
     図 2.2.3 レベルⅡ入力加速度波形（上町波） 
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2.3 ２次元動的有効応力解析モデルの作成 
 
 2 次元動的有効応力析の対象とするために、図 2.2.2 に示す護岸断面図を図 2.3.1 に示す
メッシュでモデル化した。 
 護岸背面側の盛砂ならびに敷砂は液状化の可能性が高いため、遮水矢板の耐震性能の照
査には液状化を考慮できる解析モデルを使用する。盛砂と敷砂のモデル化で使用した土の
構成式は、FLIP で用いられるマルチスプリングモデル 4),5)である。 
 尼崎沖の廃棄物処分場では、兵庫県南部地震時にも廃棄土の液状化は見られなかった。
また、同処分場でのボーリングデータでは、廃棄土の土質分類が主に砂礫土に分類される
ことから、廃棄土のモデル化は Mohr-Coulomb モデルで行い、全応力での解析とした。 
 正規圧密の海成粘土のうち沖積粘土では、粘着力 C=0（kN/m2）として求めた内部摩擦
角が 30～35 度となる試験結果 6)が得られていることから、Ma13 層のモデル化は、
Mohr-Coulomb モデルで行い、全応力での解析とした。 
 使用した Mohr-Coulomb モデルは完全弾塑性モデルで、載荷時には破壊線に到達する
までは弾性挙動を、破壊線到達後は塑性挙動だけを示し、除荷時には弾性挙動だけを示す
モデルである。このモデルの構成則には，ポテンシャルサーフェースの角度を０とした非
関連流れ則が用いられており，粘性土のモデル化でよく用いられる Cam-clay モデル 7)や関
口・太田モデル 8)のように，ダイレイタンシーによって発生する有効応力の変化と，圧密に
よる降伏曲面の変化を表すことができない簡易なモデルである。しかし，内部摩擦角を用
いてせん断破壊を表すことができ，地震時の慣性力により護岸基礎部粘性土層に発生する
せん断破壊を考慮することができる。 
今回の検討では，地震時の遮水矢板の耐震性能を求めることが主目的で，地震時には圧
密による影響が粘性土層に殆ど表れないと考えた．また，ダイレイタンシーによるせん断
強度の変化を考慮できなくても，粘性土層のせん断破壊が遮水矢板の耐震性能に及ぼす影
響を考慮することができると判断し，簡易なモデルではあるが Mohr-Coulomb モデルで粘
性土層のモデル化を行うことにした。 
盛砂と敷砂を等価 N 値(N)0.66=6.46，細粒分含有率 Fc=10%の材料とすると液状化する可
能性が高いので，土の構成式マルチスプリングモデルを用いて有効応力解析を行った。解
析は、非排水条件としたため、地震時の要素間の排水は考慮していない。 
動的解析を行うのに必要な初期応力の算出は、地盤部分を Mohr-Coulomb モデルでモデ
ル化した自重解析で行った。その際、水位面以下では水中単位体積重量を用いることで、
浮力の影響を考慮した。 
 遮水矢板については、実際の施工に用いられている FSP－Ⅲ型鋼矢板を線形梁要素でモ
デル化した。梁要素の厚さは 126mm、断面 2 次モーメントは、16,800（cm４/m）、断面係
数は、2,646（cm3/m）、ヤング率は E＝2.1×１０11（N/m2）とした。単位体積重量は 78.5
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（ｋN/m3）、せん断弾性係数は、80,770,000（ｋN/m2）とした。 
 梁要素と地盤の間にジョイント要素を設置し、地盤と遮水矢板間の滑りを考慮できるよ
うにした。遮水矢板と地盤間に設置したジョイント要素の接線方向剛性と内部摩擦角は、
接する地盤の物性値を使用した。また、今回の解析モデルでは、ジョイント要素が法線方
向に剥離する影響が少ないのと、計算の安定性を考慮し、ジョイント要素の法線方向剛性
は遮水矢板の剛性を用いた。 
 海水のモデル化は、Westergaard の動水圧公式により求めた動水圧を付加質量として海
水に接する節点に載荷することで行った。 
 
 
 
図 2.3.1 2 次元動的有効応力解析メッシュ図 
 
 
 
 
2.4 解析結果 
 
 モデル護岸について、レベルⅡ地震に対する２次元動的有効応力解析を行った。境界条
件は、底面、側面ともに粘性境界を使用し、時間間隔 0.001sec で 20,000 ステップの 20 秒
間の解析を行った。 
 
2.4.1 地盤変位 
 
図 2.4.1 にレベルⅡ地震動での残留変形図を示す．破線は初期状態，実線は変形後を示し
ており，図中右下のスケールは 2.5m の変位に相当している。この残留変形図から護岸全体
が海側に変位しているのが分かる。 図 2.4.2 は解析最終ステップでの最大せん断ひずみγ
maxのコンター図と，盛砂と敷砂で間隙水圧が最も上昇している 9.00 秒時点での過剰間隙水
圧比コンター図である。γmax のコンター図から，捨石下の敷砂層とその直下の粘性土層で
大きなひずみが発生し，せん断破壊が生じているのが分かる。また過剰間隙水圧比コンタ 
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ー図から，遮水矢板背面で深度が深い部分の盛砂と敷砂部分の過剰間隙水圧比が大きく
上昇し，液状化状態になっている。これによって捨石背面の水平方向土水圧が大きくなり，
捨石部分が海側に押される。また捨石下の敷砂層でも液状化の発生が見られる。 
敷砂層の液状化による強度低下により，捨石部分が海側に押された時，基礎部分の抵抗
力が無いため簡単に海側に動く，以上のことが図 2.4.1 示す変形が生じた理由である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
破線：変形前 
実線：t=20sec での変形 
右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
 
図 2.4.1 レベルⅡ地震動による残留変形図 
 
 
 
 
                          10.0％ 
                                                     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.2 最大せん断ひずみと過剰間隙水圧比コンター図 
 
 
 
 
盛砂と敷砂の液状化 捨石下敷砂の液状化 
1.00 
0.00 
過剰間隙水圧比
 
0.0% 
①最大せん断ひずみγmaxコンター図 (T=20.0 秒) 
②過剰間隙水圧比コンター図 (T=9.00 秒) 
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2.4.2 遮水矢板の変位 
 
表 2.4.1 に遮水矢板天端での加振中の最大水平変位量と加振後の残留水平変位量を示す。
地震後に遮水矢板天端は海側に 1.830m 移動している．このうち粘性土層全体が海側に変位
することによって発生している残留変位量は，全体の 22%に相当する 0.411m であった。 
 
           表 2.4.1 遮水矢板天端での水平変位 
 
 
 
 
 
 
 
2.4.3 遮水矢板の発生応力と耐震性能の照査 
 
 表 1.1.3 遮水構造の耐震性の照査の考え方（現状）に示したとおり、遮水構造の耐震性は
遮水矢板の遮水性能の保持評価される。確認すべき事項は、矢板に破断が生じないこと、
および爪部が破損しないことである。 
図 2.4.3 は遮水矢板に発生する曲率の経時分布を示している。遮水矢板の曲率が最大にな
るのは，深度-17.2m の位置で 15.95 秒の 0.023（1 / m）であった。実験データに基づく，
遮水矢板が遮水能力を保持できる限界の曲率 0.034（1 / m）9)より小さいことから，レベル
Ⅱ地震動に対しても遮水矢板の曲率から判定される遮水能力について問題無いと判断でき
る。実験では限界の曲率が発生する時点までは，遮水矢板の破断と爪部の破損が生じてい
ない。遮水矢板の曲率が最大になる深度-17.2m は，捨石下の敷砂層とサンドコンパクショ
ンパイル層の境界に相当している。この高さで遮水矢板の曲率が最大になるのは，盛砂と
敷砂の液状化によって，この境界を境にして護岸全体が海側に動くために，根入れによっ
て下端が粘性土層に固定されている遮水矢板は，この境界より上部が大きく変形するため
である。 
 図 2.4.3 では遮水矢板に発生する時間毎の曲げモーメントから，鋼矢板 FSPⅢ型の断面係
数を用いて計算した最大縁での発生応力分布も示している。図 2.4.3 からレベルⅡ地震動時
に，遮水矢板に発生する最大縁での最大応力は 3.28×108(N /m2)と，鋼材の降伏応力 3.90
×108(N /m2)以下である。 
以上のことから，直線部での遮水矢板の耐震性能に問題が無いと判断できる。 
最大水平変位 残留水平変位
1.916 m  (18.974sec) 1.830 m
遮水矢板天端での変位量
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        図 2.4.3 遮水矢板の曲率と応力分布図 
 
2.5 まとめ 
 
 2.2 護岸構造と地盤のモデル化において、既設の管理型廃棄物護岸を参考に護岸構造と地
盤の解析モデルの設定、レベルⅡ地震の入力地震動の設定を行った。 
 2.3 ２次元動的有効応力解析モデルの作成 において、護岸構造の解析モデルの作成を行
った。 
 2.4 解析結果 において、2 次元動的有効応力解析を行い、護岸変位、遮水矢板の変位に
ついて整理した。そして、遮水矢板の発生応力と耐震性能の照査を行い、直線部のモデル
護岸の耐震性能に問題がないことを確認した。 
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第３章 ３次元動的有効応力解析による隅角部遮水
矢板の挙動の解析 
 
3.1 概要 
 
 第２章においては、現在までの管理型廃棄物護岸の耐震性能照査方法に基づき、実際に
大阪湾に建設された管理型廃棄物護岸を参考に、解析の対象とする廃棄物護岸モデルを作
成し、２次元地震応答解析を行うことによって護岸直線部における遮水矢板の耐震性能の
照査を行い、モデル護岸の耐震性に問題がないことを確認した。 
 しかし、海上に建設された管理型廃棄物護岸においては、地震時に液状化が発生すると
隅角部の遮水矢板に大きな応力集中が発生する恐れがある。このため、本章では廃棄物護
岸の隅角部における遮水矢板の耐震性能の評価手法を提案することを目的として、廃棄物
護岸隅角部の解析モデルを作成し、レベルⅡ地震について３次元動的解析を行い、護岸隅
角部の挙動を明らかにし、遮水矢板の変形、発生応力の計算を行う方法を提案する。検討
の流れを図 3.1.1 に示す。 
 3.2 3 次元解析モデルにおいて、護岸断面が直交する隅角部を含めて 465m 四方のエリ
アを３次元でモデル化する。次に３次元動的解析を行うための並列計算手法と解析に使用
する土の構成式を説明し、解析の対象とする地盤のモデル化を行い、土の構成式が解析結
果に及ぼす影響を分析する。遮水矢板のモデル化ならびにシミュレーション実験による、
面外方向および面内方向の剛性の算定を行う。そして、入力地震動を設定する。 
 3.3 護岸隅角部の挙動と遮水矢板の変形、発生応力において、解析対象モデルにレベルⅡ
地震動を与え３次元動的解析を行い、護岸と遮水矢板の変形、遮水矢板の発生応力を計算
する。また、地震波の入射方向の遮水矢板の発生応力への影響を検討する。 
 これまで、地震時の遮水矢板の挙動に関する 3 次元動的解析が行われた事例はなく、本
研究においては以下の独自の取組みを行った。 
 地盤の 3 次元動的解析は計算規模が極めて大きく、1 台の計算機で行うことは、計算機の
容量に制限があることと計算時間がかかりすぎる問題があることから、大規模モデルの解
析に適した並列計算手法を採用した。 
 直線部の遮水性能の検討のモデルで用いた土の構成式のうち、Mohr-Coulomb モデルは
３次元解析に対応しているが、港湾構造物の設計で用いられる解析コード FLIP のマルチス
プリングモデルは３次元解析に対応していない。土の構成式の違いが解析結果に及ぼす影
響を検証し、マルチスプリングモデルと同様に体積ひずみと組成せん断ひずみを独立に考
えている Densification モデルを用いて３次元動的解析を行った。 
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 遮水矢板は、面内方向と面外方向の剛性に著しい違いがある。このため、遮水矢板モデ
ルについてシミュレーション解析を行ってそれぞれの剛性を求め、異方性材料として取扱
うモデル化の方法を提案する。 
 
3 次元解析モデル 
・ 護岸隅角部のモデル化 
・ 並列計算手法 
・ 解析に用いた土の構成式 
・ 地盤のモデル化 
・ 土の構成式が解析結果に及ぼす影響 
・ 遮水矢板のモデル化 
・ 入力地震動 
 
 
護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
・ 護岸と遮水矢板の変形 
・ 遮水矢板の発生応力 
・ 地震波入射方向と遮水矢板の発生応力 
 
               図 3.1.1 検討の流れ 
 
 
 
3.2 3 次元解析モデル 
 
3.2.1 護岸隅角部のモデル化 
 
 大阪湾において建設された管理型廃棄物処分場を参考に、解析の対象として設定した廃
棄物処分場を図 2.2.1 に、またこの処分場の護岸構造は傾斜式捨石護岸であり、護岸断面を
図 2.2.2 に示す。図 2.2.2 に示した護岸断面が直交する隅角部を含めて、465ｍ四方のエリ
アをモデル化した解析メッシュを図 3.2.1 に示す。図中に矢印で示されている加振方向に対
して，直交する方向の護岸を護岸 A，平行方向の護岸を護岸 B と呼ぶ。図 3.2.1 に示されて
いる加振方向に地震波を入射した場合の境界条件は，底面は入射波入力を用いるため粘性
境界とし，加振直交方向側面も，地盤の連続性を考慮して粘性境界，加振平行方向側面は，
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解析モデルの対称性を考慮して水平ローラーとした。地震波の入射方向を図 3.2.1 に示され
ている加振方向から 45°方向に入射した場合は，側面の境界条件は全て粘性境界とした。 
 遮水矢板は線形板要素でモデル化し、板要素と地盤の間にジョイント要素を入れること
により遮水矢板と地盤の間に発生する滑りを考慮することとしている。これは、第２章に
おける２次元解析と同様である。 
 解析モデルは、要素数 37,381、節点数 40,535 となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.1 ３次元解析モデル 
 
 
図 3.2.1 ３次元解析モデル 
 
 
3.2.2 並列計算手法 
 
 図 3.2.1 に示す要素数 37,381、節点数 40,535 の大きなモデルの３次元動的解析を１台の
計算機で行う際、計算機の容量に制限がある問題と、計算時間が長くかかりすぎる問題が
ある。このため、大規模モデルの計算に適した並列計算手法を採用した。並列計算手法の
概念を図 3.2.2 に示す。全体モデルをいくつかの部分モデルに分解し、それぞれの部分モデ
ルを１台の計算機で解析を行う。何台かの計算機を同時に使って計算を行うため、１台の
計算機にかかる負荷が少なくなり、１台の計算機では計算できない大きなモデルの解析が
可能となる。また、１台の計算機での計算に比べて計算時間も短縮される。 
 並列計算を行うためには、部分モデルの境界部分で互いの情報を計算の途中で交換する
必要があり、並列処理用に解析コードのアルゴリズムを構築する必要がある。そのため並
列計算用のアルゴリズムを構築している解析コード MuDIAN1）（Multiphase Dynamic 
Interaction Analysis）を使用した。並列処理で使用した計算機は８台である。 
465 m 
465 m
止水矢板の位置（板要素でモデル化）
加振方向 
  護岸 B 護岸 A隅角部
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図 3.2.2 並列計算手法の概念 
 
 
 
 
 
3.2.3 解析に用いた土の構成式 
 
(1) 基礎方程式 
 ２相系材料の基礎方程式は、運動方程式・構成式・ひずみ－変位関係式が、土骨格と水
それぞれに対してあり、計６つの式からなる。これに全応力と有効応力の関係式を加えて、
合計７つの方程式で表される。MuDIAN においては、これらの基礎方程式を用いて、有限
要素法による離散化解法が用いられている。 
 基礎方程式は、土骨格、水それぞれに対して以下のとおりとなる。 
 
○運動方程式 
応力の微分＋慣性項＋物体力＝外力 
大 規 模 解 析 の 問 題 点
解 析 時 間
記 憶 容 量
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
部 分 モ デ ル
全 体 モ デ ル
領 域 分 割
デ ー タ 交 換 並 列 計 算 機
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○構成式 
応力＝構成行列（Ｄ）×ひずみ 
○ひずみ－変位関係式 
ひずみ＝（Ｌ）×変位 
 
      ただし、Ｌは微分オペレーター 
 
(2) ２相系運動方程式 
 土骨格の運動方程式は、 
 
    σji,j ＋ np,i ＋（1－ｎ）ρsbi －（1－ n）ρsüi ＋ Ri = 0    （3.2.1） 
 
 または、有効応力で表すと 
 
    σ″ji,j －(1－n)p,i ＋(1－n)ρsbi －(1－n)ρsüi ＋Ri ＝0     （3.2.2） 
 
 土の間隙水が分担する応力の運動方程式は 
 
    －np,i ＋ nρfbi － nρfUi － Ri = 0              （3.2.3） 
 
 と表される。Ri は次のようになる。   
 
         n2 
   Ri = － ―――（Ui－ui）                              （3.2.4） 
               k 
 
 
ここで、  σ：土骨格に作用する応力 
       σ″：土骨格に真に作用する応力 
       n：間隙率 
       p：間隙水圧 
       ρs：土の粒子の質量密度 
       ρf：水の質量密度 
       ui：土骨格の変位 
       Ui：水の変位 
R i：Darcy 則による多孔質体とその中を流れる水の相互作用項 
bi：加速度による力 
 
 38
(3) 構成式 
 構成式は、土骨格に対しては一般的な形で次式のように非線形な構成式を導入する。 
 
 
  σij ＝ σ″ij － ασijp ＝ Dijkl（εkl －ε0kl）＋ ωikσkj ＋ ωjkσki － αδijp 
 
 
                                   （3.2.5） 
 ここで、 
 
                          KT 
           α ＝ 1 － ―                    （3.2.6） 
                          KS 
 
ここに、   KT：土骨格の体積弾性係数 
        KS：土粒子の体積弾性係数 
ε0ij：熱応力などによる応力ひずみ 
ω：スピンテンソル 
δ：クロネッカーのδ、i=j のときδ＝１、i≠j のときδ＝0 
Dijkl：非線形な構成則であり、応力履歴、ひずみの方向の関数 
 
 
また、σ″ は真に土骨格に作用する応力であり、次式で与えられる。 
 
 
    ｄσij ＝ ｄσ″ij － αδijdp                               （3.2.7） 
 
σ″はα＝１なら有効応力σ′と一致する。αは（2.5）式で定義される係数であり、通
常はほとんど１である。ただし、岩盤のような場合には、0.5 のような低い値をとることも
ありうる。以後α＝１と仮定しσ′で説明する。 
 ２層系の運動を記述する最後の方程式は、水の流れに対する質量保存法則から誘導され
る。 
 
                                ε0kl 
    θ＝αεii － δijＤijkl ――                （3.2.8） 
                                3KS 
 
ここに、    θ：２層混合単位体積あたりの流体の体積変化率 
 
右辺の第１項は土骨格の圧縮膨張によって生じる貯水量の変化である。第２項は、熱ひ
ずみや、後述する自生体積ひずみなど土粒子の内部ひずみである。通常流体（水）は非圧
縮と考えられるので、上記のような質量保存則になるが、このままでは（3.2.1）（3.2.3）式
と連立せず解析が困難なので、人工的な水の圧縮性（λ）を考える。 
 
 39
 
               1              ε0kl 
   θ = wi,i ＝ αεii ＋ ─ p － δijDijkl ―                      （3.2.9） 
                             λ       3KS 
 
ここに、    wii：土骨格に対する流体の相対変位 
        λ：十分に大きな任意の値 
 
 
 λは十分に大きな任意の値であり、こうすることによって質量保存則を考慮した解析が
容易になる。λは十分に大きな値であれば、質量保存則を満たすことができ、実用的に正
しい解が求まるのであるが、λを土粒子と水の複合体の圧縮剛性 Q と等しくすることによ
って、物理的な意味を持たせることができる。 
 初期ひずみを無視して、式（3.2.5）（3.2.8）をもう一度書くと、式（3.2.5）は次のよう
になる。 
 
   σ〃ij ＝Ｄijkl（εkl － ε0lk） ＋ ωikσ〃kj ＋ ωjkσ〃ki          （3.2.10） 
 
 ただし、ωij はスピンテンソルである。式（3.2.9）は水の変位で表すと次のようになる。 
 
                                 1 
   －nU i,i  = （α－n）εii ＋ ─ p                （3.2.11） 
                                 Q 
 
 式（3.2.9）の構成則と式（3.2.1）（3.2.2）（3.2.4）および（3.2.10）が u-U 法のための基
礎方程式の一式である。 
基本的な未知変数は、以上である。ただし、Q は以下のとおりである。 
 
 
   １  ｎ  α－n 
   ─ ＝ ─ ＋ ───                                          （3.2.12） 
      Q     Kf     KS 
 
 
 
(4) 適合条件式 
 適合条件式は、土骨格に対して以下のとおりである。 
 
 
        1 
   εij ＝ ─―（Uij ＋ Uji）                    （3.2.13） 
              2 
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 水の適合式は、式（3.2.10）に含んでいる。 
 
 
(5) 速度ペナルティ法による u-U 法 
 (1)基礎方程式の概要で示される基礎方程式を用いて解析を行う場合、有限要素法による
離散化解法が用いられる。 
 水が非圧縮性である場合、式（3.2.11）でＱが無限大になり p の項が消えてしまう。この
ため、式（2.2.11）のかわりに次式を導入する。 
 
 
                             1 
   －nUi,j＝（α－n）ui,j＋―― p                   （3.2.14） 
                             λ 
 
 
(5) 初期値の取扱い方 
 地盤の液状化解析では、初期応力が地震応答に大きな影響を与える。しかし、実際の地
盤の初期応力を知ることは非常に難しいので、解析者が適切な仮定のもとに算出する。以
下に代表的な例を挙げる。 
 
① 別計算で求めた値を入力する。 
② γh およびγｈ・K0 で垂直および水平応力を求める。ただし、平らな表面を持
つ問題に限る。（ここで、γは２相系または浮力を差し引いた２層系の単位体積
重量、ｈは深さ）  
③ 静的解析で求めた応力を初期応力として用いる。 
 
 いずれの場合も、数値解析では仮定された初期応力で解析以前はつり合っていると仮定
して解く。今回の解析では③の手法によって初期応力を求めた。ただし、２層系問題の初
期応力解析は２層系の静的解析では求まらないことが多い。これは、水相の剛性の行列式
がゼロとなるためであるが、この時は１層系の静的解析で初期応力を求める。 
 
(6) 境界の取扱い方 
 境界条件は次のように分けることができる。 
① 固定境界 
② 自然境界（応力境界） 
③ 半無限境界 
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 ①は、地盤の底面基盤のように解析領域と比べて十分に剛な境界にあたり、有限要素法
においては、節点の変位を既知とすることで実現している。ただし、現在は変位ゼロ場合
のみ取り扱うことができる。 
 ②は、いわゆるフリー条件の境界で、この条件の境界には任意の荷重（ゼロも含めて）
を載荷することができる。たいていの場合では、土骨格および水それぞれの節点荷重、分
布荷重として取り扱われる。 
③は、同じ材料の地盤がかなりの範囲で広がっている場合、適当な領域を切り出して解
析する時に用いる境界条件で、繰返し境界、粘性ダンパー要素または Smith 境界要素によ
って近似する。２次元解析では面外ダンパーによって、面外への波動伝播を考慮するとき
もある。 
 この場合、地震応答解析をする際は地震波の入力についても取扱いが異なってくる。剛
体基盤からの入力の場合には、自由地盤の応答を基盤レベルに戻したトータルモーション
（入射波 E＋反射波 F）を入力波として用いる。半無限地盤の場合には、底面に粘性ダンパ
ーを用い入射波による入力を用いている。 
 
 
 
(7) Densification モデル２） 
 本解析では、Densification モデルを修正した 修正 Densification モデルを用いる。こ
のモデルは、土が繰返しせん断を受けて生じる塑性ひずみを塑性せん断ひずみと塑性体積
ひずみに分けて考え、その塑性体積ひずみを繰返しせん断力によって生じるせん断ひずみ
の累積量から求めるモデルである。この理論では、過剰間隙水圧を生じている塑性体積ひ
ずみを、自生体積ひずみと呼んでいる。 
 この自生体積ひずみは、累積せん断ひずみと一定の関係があり、繰返し単純せん断試験
結果より経験式を求め、解析に用いる。自生体積ひずみ量からは剛性を介して間隙水圧の
上昇を求めることができる。また、塑性せん断ひずみは、塑性体積ひずみ＝0 とした非関
連流れ則による Drucker-Prager 降伏関数から得られる。すなわち、ポテンシャル局面に
は、 φ＝0 に相当する降伏曲面を用いている。 
 土の全ひずみ増分は式（3.2.1）で与えられる。 
 
 
 
                          δijdε0ν 
   ｄεij ＝ｄεσ´ij ＋――――                            （3.2.15） 
                            3 
 
 ここで、   dεij     ：全ひずみ増分 
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         ｄεσ´ij  ：ダイレータンシー以外のひずみ増分 
                δijdε0ν ：ダイレータンシーによる自生体積ひずみ 
 
 また、ダイレータンシー以外のひずみ増分は、以下のように弾性ひずみと塑性せん断 
ひずみとに分けられる。ここで、添字の s はせん断を表す。 
 
                     （3.2.16） 
 
 式（3.2.15）および（3.2.16）のように書いた場合には、塑性ひずみは体積変化を伴わな
い塑性せん断ひずみと自生ひずみの和として与えられることが仮定されている。すなわち 
 
                              （3.2.17) 
 
右辺第１項は、ポテンシャル曲面ｇより求める。 
 
 
                     （3.2.18） 
 
 
 第２項は、ポテンシャル曲面ｇに直交する成分であり、Mohr-Coulomb 降伏関数でφ＝0
としている。すなわち、 
 
      ＿   
    ｇ＝σcosθ－c＝0                      （3.2.19） 
 
となる。このｇを用いるとλは 
 
 
 
        nTfDedε 
    dλ ＝―――――                           （3.2.20） 
       H＋nTfDeng 
 
ここで、    nf  ：降伏関数（Mohr-Coulomb の降伏関数）の法線ベクトル 
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De ：弾性剛性 
Ｈ ：硬化係数 
 
 
 
降伏関数は次式で表される。 
 
                  ＿ 
                      ＿           σ 
    f ＝σm sinφ＋σcos θ － ―― sin φsin θ－c cos θ ＝0   （3.2.21） 
                 √３ 
 
ここで、  φ ：摩擦角 
ｃ ：粘着力 
 
両者とも硬化パラメータの関数φ（k）,c（ｋ）とすることが多い。 
 以上の関係を用い、Densification モデルでは、有効応力 σ′は全ひずみから以下のよう
に計算することができる。 
 
① dεijを与える。 
            ∂g 
② その応力状態での ――― 、dλを計算する。 
                       ∂σij 
     s  ∂ｇ              s 
③ dεpij ＝――― dλより dεpij を求める。 
             ∂σij 
 
                δijdε0ν 
④ dεeij ＝dεij －dεpij － ――――― より dεeijを計算する。 
                 ３ 
 
⑤ 下式より dσ′を計算する。 
 
     dσ′ij ＝Ｄeijkl dεekl 
 
⑥ ペナルティールールで求めた dp と dσ′ijにより dσ″ij（＝dσ′ij ＋δijdp）を求
める。 
 
 前述の自生体積ひずみε0νは、Endochronic 理論に基づいて、塑性ひずみの損傷パラメ
ータの関数として定義する。繰返し単純せん断試験結果から次式のように求められる。 
 
          Ａ 
    ｄε0ν ＝――― dκ                         （3.2.22） 
         1＋Bκ 
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 ここで、κは損傷パラメータで次のように定義される。 
 
    κ＝εrθξ                                             （3.2.23） 
 
ここに、   θ：繰り返し単純せん断の初期有効応力の２次不変量と、初期平均有効応
力との比 
 
                ＿ 
        σʹ 
    θ ＝ ――――                                            （3.2.24） 
        σʹm0 
 
であり、ξは偏差ひずみの 2 次不変量の累積量で、 
 
                             1 
         1          ‒ 
    dξ ＝（―― deijdeij）2                       （3.2.25） 
                  2 
 
を積分した値であり、通常の微分とは異なる考えをしている。 
  Densification モデルは、次の土質定数で定義される。 
 
    G  ： せん断弾性係数 G ＝ρVｓ２ 
        Vs  ： せん断波速度（せん断波試験により求められる） 
    ρ ： 単位体積密度 
                  2(1＋ν) 
    K ： 体積弾性係数  K ＝ ――――G 
                                    3(1－2ν) 
 
                   K0 
    ν ： ポアソン比   ν＝―――― 
                                   1＋K0 
    K0 ： 静止土圧係数 
    ｃ  ： 粘着力  ≅ 0(N/m2) 
    φ ： 非排水内部摩擦角 
    A、B、r： ダイレイタンシーに関するパラメータ 
 
 
 微小な変位（ひずみ）内での弾性係数（初期剛性）は、G を PS 検層から得られるせん断
波速度から求め、ポアソン比を静止土圧係数から求める。実際の計算では、弾性体の仮定
の上で上式のとおり経験的に仮定するポアソン比とＰＳ検層から得られるせん断弾性係数
からＫを求める。また、この値には誤差が多いので物理試験を行いより正確な値を求める。 
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 粘着力ｃとφは排水三軸試験から求めるが、砂ではｃ≅0 である。φは排水せん断試験か
ら求める。 
 ダイレータンシーを定義する土質定数 Ａ，Ｂ，r は、ひずみ制御の排水せん断試験（繰
り返し、ひずみ一定）によって求める。 
 
3.2.4 地盤のモデル化 
 
 地盤の非線形解析では、使用する土の構成式や解析コードによって異なる解析結果が得
られることが知られている 3)。また、近年では橋梁基礎や建築物基礎の地震時安定性の解析
などは３次元に対応した土の構成式を用いて３次元解析によって検討される事例も出てき
ているが、岸壁などの港湾構造物においては３次元で液状化に対する安定性が検討された
事例はない。 
港湾構造物の設計で用いられる解析コード FLIP のマルチスプリングモデルは、平成 7
年兵庫県南部地震において実際に被災した神戸港の港湾構造物の解析を行っており、その
精度が確認されている 4)。FLIP は港湾構造物の設計で用いられる標準的な土の構成式であ
るが３次元には対応していないことから、3 次元解析での盛砂と敷砂のモデル化には、マル
チスプリングモデルと同様に塑性体積ひずみと塑性せん断ひずみを独立して考えている
Densification モデルを用いる。 
Densification モデルは、塑性体積ひずみと塑性せん断ひずみを独立して考えているため、
それぞれに関係するパラメータを独立に設定できる特徴を有している。Densification モデ
ルでは累積損傷度理論で塑性体積ひずみを算出し、塑性せん断ひずみは Mohr-Coulomb 則
で算出している。 
Densification モデルは,兵庫県南部地震によってポートアイランドにおいて液状化した
埋立地盤において観測された加速度とMuDIANを用いて3次元解析によって計算した応答
加速度と比較することによって精度が確認されている１)。 
 図 3.2.3 で繰返し三軸試験のシミュレーション結果について，Densification モデルを用
いた場合とマルチスプリングモデルを用いた場合で比較した。両モデル共に繰返し載荷回
数 20 回で両振幅軸ひずみ 5%が発生する応力比に対して，シミュレーション結果と土質試験
結果が対応するようにパラメータの設定を行った。 
Densification モデルのパラメータ設定フローを図 3.2.4 に示す。塑性せん断ひずみと塑性
体積ひずみを規定するパラメータは，マルチスプリングモデルと同じく土質試験データか
ら設定した。表-3.2.1 にマルチスプリングモデルと Densification モデルで用いたパラメー
タを示す。 
 盛砂と敷砂以外の地盤の土の構成式には Mohr-Coulomb モデルを使用し、全応力で解析
した。 
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表 3.2.1 土の構成式で使用したパラメータ 
 
Densification モデルのパラメータ 
A=0.125、  B=1000、  r=0.1 
 
マルチスプリングモデルのパラメータ 
変相角 28°、P1=0.5、P2=0.99、W1=15.0、 
S1=0.0005、C1=1.312 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            図 3.2.3 設定液状化強度の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図 3.2.3 3 次元解析で用いる土の構成式のパラメータ設定 
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3.2.5 土の構成式が解析結果に及ぼす影響 
 
 土の構成式の差が３次元解析結果に及ぼす影響を検討するため、図 2.3.1 ２次元動的有効
応力解析メッシュ図に示した解析メッシュを使用し、盛砂と敷砂部分のモデル化を
Densification モデルで行った２次元動的解析（モデル D と呼ぶ）の結果と、盛砂と敷砂部
分のモデル化をマルチスプリングモデルで行った２次元動的解析の結果（モデル M と呼ぶ）
を比較することで、使用する土の構成式の違いが３次元解析結果に及ぼす影響について考
察を行った。 
 Densification モデルを用いた解析は、マルチスプリングモデルを用いた解析と条件を合
わすために、要素間の排水を考慮しない条件で行った。 
 図 3.2.5 にモデル D を使用して計算した残留変形図を示し、図 3.2.6 に２章で計算したモ
デル M の残留変形図を示す。モデル D において、護岸全体が海側に移動する変形パターン
は、図 3.2.6 に示すモデル M の結果と同じである。 
図 3.2.7 にモデルＤで得られた遮水矢板の曲率分布図を示す。曲率が大きくなっている位
置は，深度-8.5m と-19.5m であるが，曲率がピーク値を示しているのは，モデル M と異な
り深度-8.5m と浅い位置の方であった。  
モデルＤの解析では，盛砂と敷砂で過剰間隙水圧比が高くなるエリアが最も広くなるの
は，図 3.2.8 に示す 9.15 秒の時であった。しかし，モデルＭの図 2.4.2 に比べて過剰間隙水
圧の上昇は全体的に少なく，捨石下の敷砂層では過剰間隙水圧の発生があまり見られない．
図 3.2.8 に示すγmaxのコンター図から，γmaxの値が大きくなるのは捨石下の敷砂層と，敷砂
層直下の粘性土層であるのが分かる。しかしモデル M の結果と異なり敷砂層全体でγmaxが
大きな値を示していない．このことが遮水矢板に発生する曲率のピーク値が深度-8.5m と浅
い位置に表れている原因である。 
表 3.2.2 に示す遮水矢板天端の残留水平変位量 1.160m は，モデル M の 63%である。粘性
土層全体が海側に変位することらよって発生している残留変位量は，全体の 45%に相当する
0.525m であった。 
粘性土層の残留変位量が全体の残留変位量に占める割合は，モデルＭに比べて大きいが，
粘性土層の残留変位量はモデルＭの値と大きな差がないことから，モデルＭに比べてモデ
ルＤの残留変位量が小さくなっている原因は，盛砂と敷砂での過剰間隙水圧発生量の差が
主因と考えられる。このように護岸に発生する残留水平変位に寄与しているのは，背面液
状化層の有効応力低下による動土水圧の増大だけでなく，過大な慣性力による粘性土層の
せん断破壊も大きな要因になっていると考えられる。 
このように液状化の危険度が高い盛砂と敷砂のモデル化で用いる土の構成式の差によっ
て，図 3.2.3 に示すように繰返し三軸試験試験のシミュレーション結果を合わせても，遮水
矢板に発生する応力と曲率は同じにはならない。盛砂と敷砂のモデル化に Densification モ
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デルを用いた３次元解析から得られる遮水矢板の耐震性能は，本研究において設定したパ
ラメータ条件下で，Densification モデルに比べて過剰間隙水圧の発生量が大きくなるマル
チスプリングモデルでモデル化した場合に比べて，液状化層の有効応力低下による影響が
少ない結果が得られると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
破線：変形前 
実線：t=20sec での変形 
右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
 
図 3.2.5 モデル D による残留変形図 
 
 
 
 
 
 
 
 
破線：変形前 
実線：t=20sec での変形 
右スケールは 2.5m の変形量に相当： 
 
図 3.2.6 モデル M による残留変形図 
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②過剰間隙水圧比コンター図 (T=9.15 秒) 
 
 
 
 
 
図 3.2.8 モデル D による最大せん断ひずみと過剰間隙水圧比コンター 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2.7  モデル D による遮水矢板の応力分布図  
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表 3.2.2 モデル D による遮水矢板天端での変位量 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2.6 遮水矢板のモデル化 
 
(1) 板要素を用いる必要性とパラメータ設定方法の提案 
 大阪湾において実際に建設された管理型廃棄物処分場を参考に設定した護岸モデルにお
いては、遮水矢板として FSP－Ⅲ型鋼矢板を使用することとしている。FSP－Ⅲ型鋼矢板
１枚の幅は 0.4ｍで、鋼矢板の両端に付いている継ぎ手を使って、隣り合う鋼矢板を連続的
につなぎ合わせ、図 3.2.9 に示す U 字形が連続した壁を形成する。 
 １枚の幅が 0.4ｍしかない鋼矢板の形に合わせてメッシュ分割を行うためには、遮水矢板
部分のメッシュ分割が非常に細かくなり、隅角部を含めた広い領域をモデル化するために
は要素数が多くなりすぎ、計算処理機の能力を超えてしまう。このため、U 字形をした遮
水矢板を、厚さの一様な板要素 5)を使ってモデル化することで、遮水矢板部分のメッシュ分
割を粗くできるようにした。 
 遮水矢板は継ぎ手によって連続的に接続している方向（面内方向）の直交方向（面外方
向）に対しては、リブの効果で高い曲げ剛性を持っているが、面内方向の引張りに対して
は、リブ部分が外側に開くため剛性が低いと考えられる。このように、面内方向と面外方
向で異なる剛性を持つと考えられる遮水矢板の特性を板要素でモデル化した場合にも表す
ことができないと、隅角部での遮水矢板の耐震性を正確に評価することができない。この
ため、以下の方法によって矢板の異方性を表現し３次元動的有効応力解析を可能とするた
めの矢板のモデル化の方法について提案する。 
ソリッド要素を使ったモデル化を行い（リアルモデルと呼ぶ），面内方向外側に力を加え
る引張り試験と，面外方向に力を加える曲げ試験の荷重～変位曲線を求める。次に遮水矢
板を線形の板要素でモデル化（板モデルと呼ぶ）し，リアルモデルで得られた荷重～変位
曲線の弾性部分の勾配と，板モデルで得られる荷重～変位関係の勾配が等しくなる板要素
の剛性を求め，面内方向と面外方向それぞれの剛性を３次元解析で使用した。リアルモデ
ルでは遮水矢板のモデル化に von-Mises モデルを使用した。材質を SY390 とし，ヤング率
E=2.1×1011（N/m2），ボアソン比 0.3，降伏強度σy=3.9×108（N/m2）に設定した。 
最大水平変位 残留水平変位
1.206 m  (17.689sec) 1.160 m
遮水矢板天端での変位量
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図 3.2.9 遮水矢板の隅角部での平面配置 
 
 
 
 
(2) 遮水矢板の面内方向剛性 
 
 遮水矢板の面内方向剛性と強度を次にように設定した。図 3.2.9 に示す遮水矢板の形状そ
のままに、ソリッド要素を使ってメッシュ分割を行い（リアルモデルと呼ぶ）、面内方向外
側に力を加えて引張り試験を行って応力－ひずみ関係を求める。引張り試験の試験体の長
さは 0.8m、幅は 0.1m とした。この応力－ひずみ関係から求まる弾性範囲内の引張り剛性
を遮水矢板の面内方向剛性と考える。 
 次に、板要素を使って遮水矢板のモデル化（板モデルと呼ぶ）を行い、リアルモデルで
求めた弾性範囲内の応力－ひずみ関係と等価な応力－ひずみ関係が得られる剛性を求め、
この剛性を３次元解析時に板要素の面内方向剛性として使用する。板要素の引張り試験に
おける試験体の長さは 0.8m、幅は 0.1m、厚さは 13mm とした。 
 遮水矢板に使用する FSP－Ⅲ型矢板の断面諸量を表 3.2.3 に示す。板要素を使ったモデル
化の時、面内方向の力に対して、遮水矢板はフランジの部分で抵抗すると考え、板要素の
厚さは遮水矢板と同じ 13mm とした。 
 引張り試験の応力解析は、図 3.2.10 に示すように載荷継手を介して応力制御で引張荷重
0.4m 
隅角部 
面内方向 
面外方向 
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を矢板モデルに与えた。その載荷のステップは、図 3.2.11 に示すように１（STEP）ごとに
１（ｋN）の荷重を増していき、最終ステップを 25（STEP）とし、最大荷重は 25（ｋN）
を与えた。矢板を形成する綱材は、弾性係数を E=2.1×1011(N/m2)とし、材質を SY390 と
していることにより、降伏強度はσｙ＝3.9×108（N/m2）、ポアソン比 0.3 と設定し、図 3.2.12
に示すように非線形性を考慮したモデルとした。リアルモデルを使った引張り試験で得ら
れた応力－ひずみ曲線を図 3.2.13 に示す。 
 応力－ひずみ曲線の勾配が変化する 7 ステップ目における弾性限界ひずみは 4.12％、そ
の時の荷重は７（ｋN）である。この勾配変化点での遮水矢板の変形図を図 3.2.14 に、水
平応力コンター図を図 3.2.15 に示す。 
 板厚 13mm の板モデルのヤング率 E は、図 3.2.13 に示すリアルモデルの引張り試験で得
られた応力－ひずみ曲線の勾配変化点まで、等価となる応力－ひずみ曲線が得られる板モ
デルのヤング率 E を、板モデルを使用した引張り試験を行って求める。この結果を図 3.2.16
に示す。こうして得られた板モデルのヤング率は、E=1.05×108（N/m2）で、これは鋼材
のヤング率の１/2,000 に相当する。 
 厚さ 13mm の板要素の面内方向の部分的降伏発生応力は、図 3.2.13 に示した応力－ひず
み曲線において部分的降伏が発生した時の荷重 7.00×103(N)を板要素の断面積（0.1×
0.013m2）で割って、σ＝5.38×106(N/m2）と算定される。 
 また、せん断に対する部分的降伏発生応力は、Von-Mieses の破壊則から面内方向の部分
的降伏発生応力の 1/2 であることから 2.69×106(N/m2)とした。 
３次元解析で使用する入力値は、板要素の厚さ 13mm、面内方向ヤング率 1.05×
108(N/m2)部分的降伏発生応力 5.38×106（N/m2）、部分的降伏発生せん断応力 2.69×
106(N/m2)であり、これを表 3.2.4 に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                      載荷 
 
図 3.2.10 引張り試験の解析モデル 
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表 3.2.3 鋼矢板（FSP－Ⅲ）断面諸量（鋼矢板縮図集、新日本製鐵㈱より） 
 
重心位置 回転半径
W h t 1枚当り 壁幅1m当り 1枚当り
壁幅1m
当り 1枚当り
壁幅1m
当り C 1枚当り
壁幅1m
当り 1枚当り 1枚当り
壁幅1m
当り
mm mm mm kg/m kg/m2 cm2 cm2 m2/m m2/m2 mm cm4 cm4 cm cm3 cm3
FSP-Ⅲ 400 125 13.0 60.0 150 76.42 191.0 1.44 1.80 49.0 2,220 16,800 5.39 223 1,340
断面二次モーメント 断面係数
形式
寸法 重量 断面積 表面積
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図 3.2.11 載荷ステップと引張荷重 
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図 3.2.12 SY390 の応力～ひずみ曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.13 リアルモデルの引張り試験結果 
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図 3.2.14 部分的降伏発生時の変形図（７ステップ） 
        部分的降伏発生 
       
 
 
図 3.2.15 部分的降伏発生時の引張り応力コンター図（７ステップ） 
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         図 3.2.16 ヤング率の設定（E=1.05×108（N/m2）） 
 
 
 
表 3.2.4 3 次元解析で使用する板要素の面内方向剛性と部分的降伏発生応力 
 
板厚 
(mm) 
面内方向ヤング率
(N/m2) 
部分的降伏発生応力
(N/m2) 
部分的降伏発生せん断応力 
         (N/m2) 
13 1.05×108 5.38×106        2.69×106 
 
 
 
 
(3) 遮水矢板の面外方向剛性 
 
 遮水矢板の面外方向の曲げ剛性を求めるために、図 3.2.17 に示すリアルモデルで曲げ試
験を行った。曲げ試験は、ヒンジで支持された２点間の中心に力を与えて行った。荷重は、
図3.2.17に示す18ステップで525（ｋN）を載荷した。求まった応力－ひずみ曲線を図3.2.19
に示す。13 ステップと 14 ステップの間で部分的な降伏応力が発生している。また、16 ス
テップを超えると遮水矢板全体が急激に降伏する。13 ステップにおける遮水矢板の変形図
を図 3.2.20 に、応力コンター図を図 3.2.21 に示す。 
 板モデルの板厚の設定では、遮水矢板は曲げに対してリブ部分でも抵抗すると考え、板
 57
要素の厚さを遮水矢板と同じ断面２次モーメントとなる 126mm とした。 
 板厚 126mm の板モデルのヤング率は、図 3.2.17 に示すリアルモデルの曲げ試験で得ら
れた応力－ひずみ曲線の勾配変化点まで、等価となる応力－ひずみ曲線が得られる板モデ
ルのヤング率を板モデルを使用した曲げ試験を行って求める。この結果を図 3.2.22 に示す。
こうして得られた板モデルのヤング率は、E=1.58×1011（N/m2）で、これは鋼材のヤング
率の 75％に相当する。板モデルと綱材の応力－ひずみ関係の比較を図 3.2.23 に示す。遮水
矢板は、面外方向に比べて面内方向の剛性が著しく低いことがわかった。 
 厚さ 126mm の板要素の面外方向の部分的降伏発生応力は、次のように算定する。リアル
モデルにおいて 13 ステップと 14 ステップの間を細分化して曲げ試験を行い部分的降伏が
発生する加重を確認し、板要素モデルにおいてこの荷重を載荷して最大応力が発生する試
験体中央部の発生応力を板要素の部分的降伏発生応力とする。図 3.2.24 に板モデル中央部
における発生応力図を示す。13 ステップと 14 ステップの間で発生する部分的降伏発生応力
は、1.76×108(N/m2)となる。 
 また、せん断に対する部分的降伏発生応力は、von-Mieses の破壊則から面外方向の曲げ
に対する部分的せん断発生応力の 1/2 であることから 0.88×108(N/m2)とした。 
 ３次元解析で使用する入力値は、板要素の厚さ 126mm、断面２次モーメント 16,800
（cm4/m）、断面係数 2,646（cm3/m）、面外方向ヤング率 1.583×1011（N/m2）、）、面外方向
の部分的降伏発生応力 1.76×108（N/m2）、面外方向の部分的降伏発生せん断応力 0.88×
108(N/m2)であり、これらを表 3.2.5 に示す。 
 ３次元解析で使用する板要素は、面内方向剛性と面外方向剛性を別々に考慮できるよう
に設定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        図 3.2.17 曲げ試験のリアルモデル 
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図 3.2.18 載荷ステップと曲げ荷重 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.19 リアルモデルの曲げ試験結果 
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図 3.2.20 13 ステップでの変形図 
 
 
 
 
図 3.2.21 13 ステップでのまげ応力コンター図 
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図 3.2.22 曲げ試験での荷重～変位関係の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2.23 板モデルと鋼材の応力～ひずみ関係の比較 
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図 3.2.24 板モデル中央における発生応力 
 
 
 
表 3.2.5 3 次元解析で使用する板要素の面外方向剛性と部分的降伏発生応力 
 
厚さ 
(mm) 
断面２次モーメント 
（cm4/ｍ） 
断面係数 
（cm3/m）
面内方向ヤング率 
（N/m2） 
部分的降伏発生応力 
（N/m2） 
126 16,800 2,646 1.05×108 1.76×108 
 
部分的降伏発生せん断応力 
         (N/m2) 
       0.88×108 
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3.2.7 入力地震動 
 
 本章の目的が、大規模地震動（レベルⅡ地震動）が発生した際の、管理型廃棄物護岸隅
角部における液状化中の遮水矢板の挙動と耐震性能の照査方法を提案することにある。こ
のため、入力地震動は、第２章 護岸直線部における遮水矢板の耐震性能照査の現状 に
おいて入力地震動として設定したレベルⅡ地震動（図 2.2.3）を３次元動的解析における入
力地震動とする。レベルⅠ地震動において護岸隅角部の健全性を照査するには、入力地震
動をレベルⅠ地震動とし本章における照査方法を用いて遮水矢板の発生応力度を求め、こ
れが許容応力度以下であることを確認することによって可能となる。 
 このレベルⅡ地震動は、基盤加速度 473gal、地震波形上町波である。加振方向は、隅角
部の遮水矢板に最大の応力が発生する可能性がある一方の護岸に対して平行となる方向を
図 3.2.1 において矢印で示し、加振方向に対して直行する護岸を護岸 A、平行方向の護岸を
護岸 B と呼ぶこととした。 
 
 
 
 
 
3.3 護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
 
 図 3.2.1 に示す３次元解析モデルを対象として、解析コード MuDIAN を用いて、図 2.2.3
に示すレベルⅡ地震動（上町波、最大応答加速度 473.0gal）を入力地震動とし、地震動の
入射方向を変えた表3.3.1に示す４ケースについて護岸隅角部の挙動と遮水矢板の変位およ
び発生応力を解析した。 
 
 
         表 3.3.1 解析ケースと地震動の入射方向 
 
 
 
 
 
 
 
入射角方向
CASE-1 護岸平行（図－４の位相）
CASE-2 護岸平行（図－４と逆位相）
CASE-3 護岸と45°方向（処分場側）
CASE-4 護岸と45°方向（海側）
４５°
４５°
CASE-1
CASE-2
CASE-4
CASE-3
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3.3.1 護岸と遮水矢板の変形 
 
 次節で述べる遮水矢板に発生する応力が最も厳しくなるケース１の結果に対して、護岸
と遮水矢板の挙動について述べる。 
 レベルⅡ地震動による護岸隅角部全体の残留変形を図 3.3.1 に示す。入力地震動は 20 秒
間であり、図 3.3.1 においては変形拡大率を５倍とした。隅角部の護岸全体が加振方向の海
側へ移動している。図 3.3.2 に遮水矢板天端位置での残留水平変位の平面分布を示す。矢板
天端での移動量は、加振方向と直交する護岸 A の最大水平変位が 1.31m 発生しているのに
対して、加振方向と平行な護岸 B での最大水平変位は 0.49m と、護岸 A の 37％程度しか
発生していない。 
護岸隅角部での残留変位量は護岸 A と護岸 B の中間の 0.62m である。これは、実際の地
震被害において、護岸の隅角部の変位が特に大きくなることはないことと一致する。 
護岸Ａの最大残留水平変位 1.31m が発生している位置は Z=-80m 付近，それに対して隅角
部から離れた Z=-250m 付近では 1.23m と残留水平変位が小さくなっている。図 3.3.2 より，
粘性土層に根入れしている遮水矢板の下端に近い-23m での遮水矢板が隅角部で交差する角
度は，初期状態の 90°に近い角度を保っているのに対して，浅い-7.2m と遮水矢板天端の
5.0m では，隅角部付近で丸みを帯びた変位分布になっている。これは護岸 A と護岸 B の最
大残留水平量が異なるために，隅角部付近でこの差をすり付けようとする変形挙動をする
ためと考えられる。 
モデル D の２次元解析で得られた遮水矢板天端での残留水平変位 1.16m は，隅角部から
離れた Z=-250m 付近の残留水平変位 1.23m にほぼ等しいことから，Z=-250m 付近では隅角部
の影響が殆ど表れていないと考えられる。 
遮水矢板位置での加振方向（Ｘ方向）残留水平変位の鉛直分布を比較している図 3.3.3
より，護岸Ａ（Point3）での残留水平変位量が最も大きく，直交部（Point2），護岸Ｂ（Point1）
の順に残留水平変位量は小さくなっていく。図 3.3.4 に示す加振直交方向（Ｚ方向）残留
水平変位の鉛直分布図からは，Ｘ方向残留水平変位とは逆の傾向が得られている。すなわ
ち護岸 B（Point1）での変位量が最も大きく，直交部（Point2），護岸Ａ（Point3）の順に
変位量は小さくなっている。護岸ＢではＺ方向に海があり，その方向には護岸の移動に抵
抗するものがないので移動しやすい。同様に護岸ＡではＸ方向に移動しやすい。 
護岸の水平方向残留変位量を決める要因として下記のものが考えられる。 
 
① 有効応力の低下により護岸背面に作用する土水圧の増加 
② 護岸に作用する慣性力 
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 図 3.3.5 は、遮水矢板が入っている Point1、Point2、Point3 の位置で、有効応力比が時
刻歴中で最大値を示す値の鉛直分布を示している。各 Point で平均有効応力が大きく低下し
ているのが確認できる。平均有効応力の低下は、過剰間隙水圧の上昇によって引き起こさ
れており、平均有効応力低下の程度は Point1、Point3、Point2 の順に大きくなっているが、
各ポイントでの有効応力比の分布に大きな差がないことから、いずれの位置でも平均有効
応力の低下による土水圧の増加程度に大きな差はないと考えられる。 
 慣性力の影響によって護岸の水平変位量が大きく発生するのは護岸 A の方である。護岸
の水平方向残留変位量の大きさが、（液状化による土水圧）＋（護岸慣性力） で決まり、
液状化による要因の差が少ないと考えれば、慣性力による要因によって変位量の大きさに
差が生じる。これが、護岸 A で護岸 B の倍以上の水平方向残留変位量が発生している理由
である。 
 護岸隅角部では、液状化発生程度と慣性力による影響ともに、護岸 A と護岸 B の中間程
度であるので、水平方向残留変位量も護岸 A と護岸 B の中間の値となっている。加振直角
方向の移動量が大きいため、移動方向は加振方向から 45 度の角度よりも加振方向に近い方
向となる。 
 
 
 
 
         加振方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.1 ３次元動的解析による残留変位図 
（20 秒、変形拡大率５倍） 
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図 3.3.2 遮水矢板天端での水平方向残留変位の平面分布 
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図 3.3.3 遮水矢板位置での加振方向残留水平変位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.4 遮水矢板位置での加振直角方向残留水平変位 
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図 3.3.5 過剰間隙水圧比最大値の鉛直分布 
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3.3.2 遮水矢板の発生応力 
 
 レベルⅡ地震動（基盤加速度 473gal、地震波形上町波）を入力地震動とし遮水矢板の発
生応力が最も厳しくなる地震動の入力方向ケース１について、図 3.2.1 に示す解析モデルに
ついて解析コード MuDIAN を用いて３次元動的解析を行った。遮水矢板のモデル化に使用
した板要素では、図 3.3.6 に示す面内方向応力と、面外方向のモーメントとせん断力が求ま
る。面外方向応力は、求められたモーメントとせん断力から断面係数と断面積を使って求
めた。求められた応力は、深度が浅い方から順番に LINE1～LINE6 を設定し、板要素の発
生する応力の水平分布を面内方向と面外方向でそれぞれ比較した。 
 護岸平行方向に地震波を入射した CASE1 の結果に対して考察を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.6 遮水矢板をモデル化した板要素の発生応力と出力位置 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 面内方向応力 
 
３次元解析で得られた、レベルⅡ地震動時に遮水矢板に発生する面内方向応力最大値の
水平分布を図 3.3.7 に示す。水平方向と鉛直方向に対する図中の破線は、リアルモデルの引
t
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張り試験で得られた遮水矢板の部分的な降伏発生時の応力を示している。引張り試験で得
られる Mohr の応力円の半径を、部分的な降伏が発生するせん断応力と考え、せん断応力
の分布図にはこの値を破線で記入している。 
 面内方向の水平応力と鉛直応力は部分的な降伏発生時の応力以内に収まっている。しか
し、せん断応力については LINE5 で部分的な降伏応力以上の応力が発生している。LINE5
は、図 3.3.11 に示すように敷砂の少し上の高さに相当しており、護岸全体が海側に移動し
た時、LINE5 から下は非液状化層に根入れされているために海側への水平変位量が抑えら
れるのに対して、LINE4 より少し深い捨石下の液状化しようとする敷砂層を境にして、海
側に護岸全体が変位しようとするために、LINE4, LINE5 付近で引張りによる面内方向せ
ん断応力の発生が大きくなる。LINE5 における面内せん断応力が、部分的な降伏発生応力
を超えることに対する遮水矢板の安全性に関する考察は５章において行う。 
 LINE5 の面内方向せん断応力が隅角部で小さくなっているのは、その高さでは隅角部付
近の敷砂に段差があり、水平方向変位が隅角部付近では抑えられるためである。LINE4 で
隅角部付近の面内方向せん断応力ピークが明確に見られるのは、隅角部から離れた位置で
は LINE4 より深い LINE5 の深さで液状化する敷砂と非液状化層の境界があるため、
LINE4 でせん断応力が最大にならないのに対して、隅角部付近では敷砂と非液状化層の境
界が LINE4 付近になるため、LINE4 付近の深さで地盤に大きなせん断応力が発生し、遮
水矢板にも面内方向せん断応力の集中が見られるためである。 
 
 
 
（2） 面外方向応力 
 
遮水矢板に発生する面外方向応力の最大値の水平分布を図 3.3.8 に示す。 
いずれの応力も部分的降伏発生応力以内に収まっている。面外方向応力で最も部分的降
伏に近い LINE5 の Mhから求まる最大縁の応力でも、部分的降伏応力の半分以下である。 
面外方向応力が最大となる LINE5 の位置は、図 3.2.7 モデル D の遮水矢板の応力分布図に
示した２次元での解析結果と同じである。鉛直応力の最大値が２次元解析の結果と比べて
小さくなっているのは、３次元解析では面外方向の剛性を２次元解析時の 75％に設定して
いるのが原因と考えられる。 
 
 
 
(3) 地盤の変形と矢板の発生応力の関係 
面内方向応力の中で最も部分的降伏に近いせん断応力と，面外方向応力の中で最も部分
的降伏に近い Mhから求まる最大縁の応力を算出しているモーメント Mhについて，時刻歴
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中の最大値に対する鉛直分布を図 3.3.9 と図 3.3.10 に示す。 
図 3.3.9 より面内方向せん断応力は，加振方向護岸の LINE-A，LINE-B，LINE-C で大
きく発生しているのに対して，加振直交方向護岸の LINE-D，LINE-E，LINE-F では殆ど
発生していない。LINE-D，LINE-E，LINE-F では，遮水矢板の面内方向せん断応力が発
生する方向に地盤のせん断変形が殆ど発生しないためと考えられる。また面内方向せん断
応力がピーク値を示すのは，LINE-A，LINE-B，LINE-C で液状化層と非液状化層の境界
付近である。これらのことから遮水矢板の面内方向せん断応力は，地盤のせん断変形によ
って発生するせん断力が大きくなる部分で大きくなる。このことが図 3.3.7 の LINE4 と
LINE5 で面内方向せん断応力が大きくなっている理由と考えられる。 
図 3.3.10 よりモーメント Mh は面内方向せん断応力の場合と逆に，加振直交方向護岸の
LINE-D，LINE-E，LINE-F で加振方向護岸の LINE-A，LINE-B，LINE-C より値が大き
くなっているが，加振直交方向護岸と加振方向護岸での差は，面内方向せん断応力の場合
ほど大きくない。また面内方向せん断応力のように明確なピーク値を示す位置を特定する
ことはできない。図 3.3.2 に示す遮水矢板位置での残留水平変位の平面分布図から，加振方
向護岸の海側への変位は加振直交方向護岸の海側への変位に比べて小さいが，無視できな
い残留水平変位が発生している。また図 3.3.3 と図 3.3.3 に示す残留水平変位の鉛直分布図
から，遮水矢板が入っている深さで地盤がせん断変形を起こしていることが分かる。これ
らのことから面内方向せん断応力と同様に，地盤のせん断変形によって発生する面外方向の
せん断力によってモーメント Mhの分布も決まると考えられる。図 3.3.11 と図 3.3.12 に面
内方向せん断応力とモーメント Mhの時刻歴を示す。いずれも図 2.3.3 に示す入力地震動の
主要動が終わる 10 秒過ぎにピーク値を示している。 
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                部分的降伏の発生応力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.7 遮水矢板に発生する面内方向の応力分布（CASE-1） 
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図 3.3.8 遮水矢板に発生する面外方向の応力分布（CASE-1） 
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図 3.3.9 面内方向せん断応力τの最大値の鉛直分布（CASE-1） 
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図 3.3.10 モーメント Mhの最大値の鉛直分布（CASE-1） 
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3.3.3 地震波入射方向と遮水矢板の発生応力 
 
 地震波の入射方向が遮水矢板の発生応力に与える影響を考察するために、表 3.3.1 に示し
た４ケースの入射方向について遮水矢板の発生応力の解析を行った。 
 CASE１と地震波の位相が逆転している CASE2 について、CASE1 で最も遮水矢板の応
力状態が厳しくなる面内方向のせん断応力を求め、この結果を図 3.3.13 に示す。CASE2 に
おける発生応力は CASE1 よりも低く、どの深さにおいても部分的降伏発生応力を超えてい
ない。地震波を護岸と平行方向に入射する場合は、遮水矢板に最大の応力が発生するのは、
図 2.2.4 の位相で入射した時である。 
 図 3.3.14、図 3.3.15 は、護岸から処分場側 45 度方向に地震波を入射した CASE3 につい
て遮水矢板に発生する面内方向応力および面外方向応力を求めたものである。また、図
3.3.16、図 3.3.17 は、護岸から海側 45 度方向に地震波を入射した CASE4 について遮水矢
板に発生する面内方向応力および面外方向応力を求めたものである。 
 CASE3 および CASE4 の両ケースとも、遮水矢板には部分的降伏発生応力を超える応力
は発生していない。CASE1 で遮水矢板の発生応力が最もクリティカルな状態になる面内せ
ん断応力も、部分的降伏発生応力の半分あるいはそれ以下しか発生していない。護岸と 45
度方向に地震波を入力した場合には、隅角部を挟んだ両側の遮水矢板に均等に力が作用す
るために、遮水矢板に大きな応力が発生しないためと考えられる。 
 以上の結果から、地震波を護岸と平行方向に入射した場合が遮水矢板の応力状態が最も
厳しくなり、その時のクリティカルな応力状態は面内のせん断応力であることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3.13 遮水矢板に発生する面内方向の応力分布（CASE-2） 
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図 3.3.14 遮水矢板に発生する面内方向の応力分布（CASE-３） 
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図 3.3.11 遮水矢板に発生する面外方向の応力分布（CASE-3） 
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図 3.3.12 遮水矢板に発生する面内方向応力分布（CASE-4） 
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図 3.3.13 遮水矢板に発生する面外方向の応力分布（CASE-４） 
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3.4 まとめ 
 
 3.1 概要において本章の構成について述べた。 
 3.2 3 次元解析モデルにおいて、大阪湾において建設された傾斜式捨石護岸の管理型廃
棄物処分場を参考に、護岸断面が直交する隅角部を含めて 465ｍ四方をモデル化し、解析メ
ッシュを作成した。大規模モデルの計算に適した並列計算手法と本解析に使用した解析コ
ード MuDIAN の概要、土の構成式、地盤のモデル化について説明を行った。そして、異方
性があるために板モデルとして表現できない遮水矢板について、異方性を考慮してモデル
化を行う方法について提案を行った。 
 3.3 護岸隅角部の挙動と遮水矢板の発生応力において、レベルⅡ地震動を入力地震動と
し、護岸隅角部における液状化発生時における護岸の挙動と遮水矢板に発生する応力の解
析を行った。 
 隅角部の水平方向残留変位量は、加振直角方向護岸 A の残留変位量と、加振平行方向護
岸 B の中間の大きさとなる。加振直角方向護岸 A と加振平行方向護岸 B はともに海側に移
動する。隅角部護岸も海側に移動するが、加振直角方向護岸 A の移動量が大きいため移動
方向は加振方向から 45度の方向よりも加振方向に近い方向となる。護岸隅角部の変位量は、
護岸直線部に比較して特に大きくなることはないことが確認された。 
 護岸隅角部の遮水矢板の応力を解析したところ、破壊モードに最も近い応力状態は、護
岸が加振方向に移動することによって発生する面内方向のせん断応力であり、地盤の液状
化層と非液状化層の境界でせん断応力は最大となる。護岸隅角部の遮水矢板には護岸直線
部の遮水矢板よりもはるかに大きなせん断応力が発生する。本解析ケースにおいては護岸
隅角部の遮水矢板には部分的な降伏が発生することから、遮水矢板の遮水機能が保持され
るかを検証する必要があることがわかった。 
 地震波の入射方向による隅角部遮水矢板の挙動違いも大きく、一方の護岸に平行方向に
入射する場合に遮水矢板に最も大きな応力が発生することがわかった。また、地震波の位
相を逆転した場合においても異なる結果が得られた。 
 以上のように、並列計算手法を使用し、解析コード MuDIAN を適用することによって、
これまで計算することができなかったレベルⅡ地震による液状化発生中の管理型廃棄物護
岸隅角部の挙動と遮水矢板発生応力を解析することができた。２次元動的解析ではわから
なかったレベルⅡ地震時における護岸隅角部の遮水矢板の挙動を明らかにし、３次元動的
解析を行って遮水矢板の遮水機能の確認を行うことが必要であることを示すことができた。 
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第４章 ３次元静的全応力解析による隅角部遮水矢
板の挙動の解析 
 
4.1 概要 
 
 第３章においては、隅角部における液状化を考慮した遮水矢板の耐震性能の解析法を提
案し、実際に建設された管理型廃棄物処分場を参考に廃棄物護岸の隅角部の解析モデルを
作成し、レベルⅡ地震動を作用させ３次元動的解析を行い、護岸隅角部の遮水矢板の挙動
と発生応力を明らかにした。 
 一方、液状化に伴って地盤流動が生じると地盤の大変形が発生し、護岸隅角部の遮水矢
板に極めて大きな応力が発生する恐れがあるが、これまでに護岸隅角部の解析手法は提案
されていない。地盤の液状化に伴う地盤流動による変形量を計算する手法として、2 次元静
的解析による簡易評価法 1) 2) が考案されている。これは、ALID(Analysis for Liquefactoin 
Deformation)と言われる解析手法で、液状化に伴う岸壁・護岸の背後地盤の流動に対して
実用的な精度で残留変形量を推定する手法である。ALID の目的は、多くの既往の弾塑性構
成則で対応できない残留変形を、簡便な解析を行うことによって再現することにあるが、2
次元解析にしか適用することができない。 
 そこで、本研究においては、2 次元でしか解析できない液状化に伴う護岸背後地盤の液状
化に伴う残留変形の解析を、３次元解析に拡張する方法を提案する。また、遮水矢板の異
方性を FEM による静的解析において表現することができる矢板のモデル化の方法を考案
する。 
検討の流れは以下のとおりであり、これを図 4.1.1 に示す。 
4.2 解析モデル において、隅角部構造のモデル化をし、使用する有限要素法モデルを
説明し、地盤のモデル化を行い、遮水矢板のモデル化の方法を考案する。そして、入力地
震動を設定する。 
4.3 ALID を用いた３次元解析 において、まず初めにレベルⅡ地震に対して２次元動
的有効応力解析（FLIP）を行い、その残留変位に対して２次元静的全応力解析を用いて等
価的に表現する方法を提案する。その後、2 次元静的全応力解析を 3 次元静的解析に拡張す
る。 
4.4 護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力において、液状化発生後の隅角部の
護岸の変形、および遮水矢板の変形と発生応力を明らかにする。 
なお、本研究では遮水矢板に影響を与える要因を液状化による地盤流動とし、地震中の
慣性力や層境での動的せん断ひずみが過大になる現象は考慮していない。 
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解析モデル 
・ 護岸隅角部のモデル化 
・ 有限要素法モデル 
・ 地盤のモデル化 
・ 遮水矢板のモデル化 
・ 入力地震動 
 
 
ALID を用いた３次元解析 
・ 2 次元動的有効応力解析（FLIP） 
・ 2 次元静的解析による残留変位のモデル化 
・ 3 次元全応力解析への拡張 
 
 
護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
・ 護岸の変形 
・ 遮水矢板の変形と曲げモーメント 
・ 遮水矢板交差部のミーゼス応力 
 
 
図 4.1.1 検討の流れ 
 
 
 
 
 
4.2 解析モデル 
4.2.1 護岸隅角部のモデル化 
 解析の対象とする廃棄物処分場および護岸構造は、大阪湾に建設された管理型廃棄物処
分場を参考に第２章において設定した図 2.2.1 に示す廃棄物処分場、および図 2.2.2 に示す
傾斜式捨石護岸とした。ただし、本章において使用する２次元動的解析（FLIP）の解析メ
ッシュは、図 2.2.2 の護岸断面について捨石構造を一部簡略化したものを設定し、これを図
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4.2.1 の下段に示す。 
 ２次元静的 FEM 解析のためのメッシュは、図 4.2.1 の上段に示すが、３次元 FEM にお
ける計算量をできるだけ少なくするために２次元 FEM 解析のメッシュ図を実用上問題の
ない範囲で簡略化して設定した。２次元FEM解析のメッシュは、要素数 1,087、接点数 1,118
である。 
 また、護岸断面が直交する隅角部を含めて､279ｍ四方のエリアをモデル化した解析メッ
シュを図 4.2.2 に示す。解析エリアを狭く設定したのは、３次元解析における計算量を少な
くするためである。３次元モデルにおける要素数は 32,698、節点数は 35,158 である。 
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図 4.2.1 ２次元解析メッシュ図 
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図 4.2.2 3 次元解析モデル 
 
 
 
 
 
4.2.2. 有限要素法モデル 
 
 2 次元静的全応力解析、および 3 次元静的全応力解析には、線形弾性モデルの有限要素法
解析プログラムを使用した。 
 線形弾性モデルは、有限要素法の適用において用いられる最も簡単な構成法則であり、
材料が等質（isotropic）のものであれば、応力－ひずみ関係式は、次式に示すように一般化
されたフックの法則に従う。 
 
    {σ}＝〔De〕{ε}                   （4.2.1） 
 
              {σ}：応力ベクトル 
              {ε}：ひずみベクトル 
             〔Ｄe〕：弾性剛性マトリックス 
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 弾性剛性マトリックスは、次のように表すことができる。 
 
 
          D11 D12 D13 ０ ０ ０ 
          D12 D22 D23 ０ ０ ０ 
   〔Ｄｅ〕＝   D13 D23 D33 ０ ０ ０       （4.2.2） 
           ０   ０  ０ D44 ０ ０ 
           ０  ０  ０ ０  D55 ０ 
           ０  ０  ０ ０  ０ D66 
 
ここで、等方性材料の場合、上記マトリックスの各項は次式で与えられる。 
 
               （１－ν）Ｅ 
    Ｄ11＝Ｄ22＝Ｄ33＝───────────      （4.2.3） 
              （１＋ν）（１－２ν） 
 
 
                  νＥ 
    Ｄ12＝Ｄ23＝Ｄ13＝───────────      （4.2.4） 
              （１＋ν）（１－２ν） 
 
                Ｅ 
    Ｄ44＝Ｄ55＝Ｄ66＝──────           （4.2.5） 
              ２（１＋ν） 
 
 
 
 
4.2.3. 地盤のモデル化 
 
 本研究で用いた護岸モデルは、護岸のほぼ中央に遮水矢板が設置されている傾斜式捨石
護岸である。護岸の構造は、前面は捨石、背面は液状化強度の低い盛砂で構成されている。
また、護岸は軟弱な粘性土層を基礎地盤とするため、護岸前面はサンドコンパクションパ
イル、護岸背面はサンドドレーンによって地盤改良が行われている。したがって、護岸背
面の盛砂と敷砂では、レベルⅡ地震に対して液状化の発生が懸念される。このため、液状
化の危険度が高い盛砂と敷砂部分については、有効応力を用いて解析する解析コード FLIP
のマルチスプリングモデルを用いて得られると想定される結果を基準に考え、全応力解析
で使用するパラメータは、マルチスプリングモデルを用いた２次元解析で得られる遮水矢
板天端での水平方向残留変位量に合わせるように設定した。具体的なパラメータの値は、
 86
4.3  ALID を用いた３次元解析 で述べる。 
 
 
 
4.2.4 遮水矢板のモデル化 
 
 本解析のために設定した護岸モデルにおいては、遮水矢板として FSP－Ⅲ型矢板を使用
するこことした。鋼矢板の両端に付いている継手を使って、隣り合う綱矢板を連続的につ
なぎ合わせ、図 3.2.9 に示す U 字形が連続した壁を形成している。 
 面内方向と面外方向で異なる剛性を持つ遮水矢板の特性を反映させて解析を行うために、
第３章においては、遮水矢板の形状そのままにソリッド要素を使ってメッシュ分割を行い
（リアルモデル）、面内方向ならびに面外方向の剛性がそれぞれ等価となる板要素を使用す
ることとした。 
 本章においては、遮水矢板の異方性をさらに簡略に表現するために、面外曲げに働く梁
要素と面内引張りに働く平面要素を組み合わせてモデル化する方法を考案した。面積割合
で 20％に設定した梁要素の剛性を FSP－Ⅲ型矢板の５倍に設定し、平面要素の平均曲げ剛
性を FSP－Ⅲ型矢板の剛性と一致させることとした。 
鋼矢板の４接点プレートの物性値は、単位体積重量γ＝78.5（ｋN/m3）、ヤング率 E=2.1
×1011（N/m2）、板厚ｔ＝0.01（ｍ）とした。遮水矢板のモデル化をシュリンク要素で表示
したものを図 4.2.3 に示す。 
また、図 4.2.4 に矢板周辺の状況を表現した模式平面図を示す。この図に示すように、矢
板の両面にはジョイント要素を設けた。８接点ジョイント要素の物性値は、ｃ＝0（N/m2）、
φ＝20 度、垂直剛性率 1.00×109（N/m2）、引張耐力 1.0×102（N/m2）、せん断剛性率 1.00
×109（N/m2）とした。しかし、隅角部ではジョイント要素の２面が矢板と接することとな
り計算が収束しないために、ジョイント要素ではなく剛性のごく低い立体要素を設けた。 
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図 4.2.3 遮水矢板のモデル化 
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図 4.2.4 ジョイント要素のモデル化 
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4.2.5 入力地震動 
 
 本章の目的が、大規模地震動（レベルⅡ）によって液状化が発生した後の、管理型廃棄
物護岸隅角部における遮水矢板の、挙動と耐震性能の照査方法を提案することにある。こ
のため、入力地震動は３次元動的有効応力解析における入力地震動として設定したレベル
Ⅱ地震動（図 2.2.3）とする。 
 このレベルⅡ地震動は、基盤加速度 473gal、地震波形上町波である。加振方向は、２次
元解析においては、護岸法線と直交する方向とする。３次元解析における加振方向の考え
方は、4.3.3 3 次元全応力解析への拡張において述べる。 
 
 
 
4.3 ALID を用いた３次元解析 
 
 本節においては、液状化発生後の護岸の大変形による遮水矢板の挙動と発生応力を解析
する方法を提案する。 
 提案する解析の手順は図 4.1.1 に示したとおり、まず、廃棄物護岸の隅角部構造のモデル
化、地盤のモデル化、遮水矢板のモデル化、入力地震動（レベルⅡ地震動）の設定を行う。 
 次に、レベルⅡ地震動に対して２次元動的有効応力解析（FLIP）を行い、残留変位分布
および過剰間隙水圧比分布を求める。 
 求められた残留変位に対して ALID を用いて２次元静的全応力解析へ等価交換を行う。 
その後、２次元静的全応力解析を３次元静的全応力解析に拡張し、護岸隅角部の遮水矢板
の挙動と矢板の発生応力を求める。 
 
 
 
4.3.1 2 次元動的有効応力解析（FLIP） 
 
 2 次元動的有効応力解析の解析モデルは、図 4.2.1 の下段に示した。入力地震動は、３次
元動的有効応力解析において設定したレベルⅡ地震動と同じ、最大加速度 473gal、加速度
波形上町波（図 2.2.3）とする。 
 FLIP を使用して２次元動的有効応力解析を行った。計算の結果得られた過剰間隙水圧比
の分布を図 4.3.1 に、地震終了後の残留変位を図 4.3.2 に示す。図 4.3.1 を見ると、矢板周
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辺の盛砂層では過剰間隙水圧比が 0.6 以上、一部においては 0.8 以上となっている。残留変
位を示す図 4.3.2 を見ると、護岸全体が海側に変位し、のり肩部では水平方向海側に 133cm、
鉛直方向下側に 55cm の変位が生じている。 
 このように、今回の解析に用いた地震動に対しては、護岸盛砂部で過剰間隙水圧が発生
し、それに伴って土質材料の剛性が低下し、護岸の変形が発生したと考えることができる。
この現象は、液状化地盤で見られる地盤の側方流動と同様な現象である。 
 
 
 
 
図 4.3.1 FLIP による解析結果（過剰間隙水圧比分布） 
 
 
 
 
図 4.3.2 FLIP による解析結果（残留変位分布） 
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4.3.2 2 次元静的解析による残留変位のモデル化 
 
(1) ALID による残留変位算出法 
 
 ALID（Analysis for Liquefaction-induced Deformation）1)は、液状化に伴う岸壁・護岸
背後地盤の流動に対して実用的に使用できる精度で変形量を推定する解析手法であり、「液
状化に伴う残留変形解析」と呼ばれている。ALID の目的は、多くの既往の弾塑性構成則で
対応できない残留変位を、簡便な解析を行うことによって再現することにある。 
 ALID の解析精度は、兵庫県南部地震において被災した魚崎浜のケーソン式護岸の解析に
よって検証されている。現地地盤の土質データ、および既存の研究成果からパラメータを
設定し、液状化に伴う地盤流動によって生じる変形を有限要素法を用いた ALID によって
計算した。ALID による解析は、実被害の全体的な変形を捉えており、変位分布を推定する
目的には十分実用的に使用することが可能であると評価されている。 
 本研究のように、ALID による 2 次元有効応力解析結果の再現は本来の用途とは若干異な
るが、パラメータの調整によって解析結果の整合性をとることによって、本研究の目的で
ある護岸隅角部の遮水矢板の挙動を推定する手法として実用的であると判断した。 
 図 4.3.3 に ALID の概要を示す。この図に示すように、液状化後の残留変位は、液状化前
の地盤物性を設定した変位の解析結果と、液状化後の地盤物性を用いた変位の解析結果と
の差として求めることができる。この手法を用いることのより、図 4.1.1 に示した２次元動
的有効応力解析から、2 次元静的全応力解析への変位に関する等価交換を行った。 
 
この変形は常時の変形分も含む。液状化後の物性 
（Fc・FLに応じて剛性低下）
液状化前の物性 
（γ＝10-3レベルの地盤剛性）
自重載荷 
自重載荷 
常時の変形。本来ゼロ。 
A と B の差が，液状化後の残留変位。
A
B
 
図 4.3.3 ALID の概要 
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(2) 地盤のせん断剛性低下率 
 
 ALID では、液状化層のせん断剛性低下率 G/G0は図 4.3.41)に示すように細粒分含有率 FC 
と液状化抵抗率 FL の関係で与えられている。一方、２次元動的有効応力解析（FLIP）の
解析結果では、過剰間隙水圧比の分布以外には地盤の剛性低下率 FLを推測する情報は明ら
かにならない。そこで、過剰間隙水圧比から等価な液状化抵抗率 FLを推定する必要があり、
ここでは以下のように推定した。 
 大阪湾において建設された廃棄物処分場の代表的な地層断面をモデル化し、SHAKE で１
次元の応答計算を行って FL を求め、これと FLIP の解析結果の過剰間隙水圧比分布（図
4.3.1）を比較することにより両者の関係を推定した。図 2.2.2 に示す護岸断面の遮水矢板か
ら 45m 内側の地点をモデル化し、SHAKE によってレベルⅡ地震における１次元応答計算
を行って求めた FLと、FLIP で求めた同じ土層の過剰間隙水圧比を表 4.3.1 に示す。 
また、室内試験では、相対密度 Dr にもよるが、一般的に FL＝1.0～0.9 付近でせん断剛
性の低下が進むこと、過剰間隙水圧比が 0.5 を超えると地盤の剛性が極端に低下する現象が
観測されること１）も参考にした。 
 このようにして推定した過剰間隙水圧比と液状化抵抗率 FL およびせん断剛性低下率
G∕G0の関係を表 4.3.2 に示す。ここで、G0はせん断ひずみγ＝10－3におけるせん断剛性 G
を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.4 せん断剛性低下率と FLの関係図 
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表 4.3.1 SHAKE 計算結果 
 
標高 
    (m) 
土層 平均N 値 有効上載圧
（kN/m2）
細粒分含有率 
（％） 
FL 過剰間隙水圧比 
＋5.0～－8.1 廃棄物   ５ 78.3 10 － － 
－8.1～－18.5 盛砂   10 178.8 10 0.67 0.8 
－18.5～－19.5 敷砂    10  241.5 10 0.59 0.6～0.8 
－19.5～－23.5 Ac     3 262.2 70 － － 
 
 
 
表 4.3.2 推定したせん断剛性低下率 
 
過剰間隙水圧比 FL G/G0 
    0.2    0.01 
    0.3    1.0   0.006 
    0.4    0.95   0.0025 
    0.5    0.9   0.0018 
    0.6 0.85   0.0015 
    0.7    0.8   0.001 
    0.8    0.6   0.0007 
    0.9    0.3   0.0003 
    1.0    0.2   0.00025 
 
 
 
 
(3) その他の変数の決定法 
 
①液状化層のポアソン比ν 
 ポアソン比νは、地震動による液状化層の水平変位と鉛直変位の比率に大きな影響を与
える。ここでは、２次元静的解析における護岸のり肩の変位を、FLIP の解析結果と等価と
するために試行計算を行った結果、表 4.3.3 に示す値を用いることとした。 
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表 4.3.3 ポアソン比 
 
過剰間隙水圧比     ν 
    0.2－0.4    0.4990 
    0.4－0.6    0.4990 
    0.6－0.8    0.4997 
    0.8－0.89    0.4999 
    0.89－1.0    0.4999 
 
 
 
 
②非液状化砂層と捨石層の剛性、ポアソン比 
 非液状化砂層や捨石層は液状化層と隣接するため、液状化層からの間隙水圧の伝播を考
慮し、それらの層のせん断剛性低下率 G/G0を隣接する液状化層の剛性低下率の 10 倍とし
た。 
 また、これらの層のポアソン比λは、同様に過剰間隙水圧の伝播を想定して、0.45～0.49
とした。 
 
 
 
 
(4) 2 次元静的解析の結果 
 
 以上のようにして設定したパラメー（せん断剛性低下率、ポアソン比）の値を用い、図
4.2.1 に示す 2 次元弾性 FEM モデルによって 2 次元静的全応力解析を行った。図 4.2.1 の
図中の色の違いは各要素の物性の違いを示しており、静的 FEM においては、図 4.3.1 に示
した FLIP によって計算された過剰間隙水圧比分布に対応した物性の違いが示されている。 
 2 次元静的 FEM 解析は、表 4.3.4 に示す５段階に分けて行った。Step１～３で計算の収
束のために漸増自重解析を行い、step４，５で初期剛性のもとでの地盤変形分の除去を行っ
ている。 
 解析の結果得られた変位図を図 4.3.5 に示す。過剰間隙水圧が上昇した盛砂や敷砂の剛性
が低下することにより破棄物や護岸材料の自重によって、護岸全体が海側へ変位している
ことがわかる。この傾向は、図 4.2.3 に示した２次元動的有効応力解析（FLIP）による残
留変位と同様な結果となっている。 
 のり肩の変位を２次元動的有効応力解析（FLIP）の結果と比較すると、表 4.3.5 のよう
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になる。のり肩の水平変位は、FLIP では 0.13m、静的 FEM では 1.08m、また鉛直変位は、
FLIP では 0.55m（下側）、静的 FEM では 0.71m（下側）となっており、水平、鉛直変位
ともに両解析結果はほぼ同様な値となっている。 
 以上のように、ALID を用いることにより、２次元動的有効応力解析の結果を、ほぼ等価
に静的全応力解析に変換することができたと考えられる。 
 FLIP および静的 FEM 解析における遮水矢板の水平変位、および曲げモーメントの深度
方向分布を図 4.3.6 に示す。静的 FEM 解析において、step３は初期変位除去前を、step５
は初期変位除去後を示している。この図より、矢板の水平変位の深度方向分布は両解析に
おいてほぼ同様な傾向を示しているが、絶対値は静的 FEM 解析の方が大きな値となってい
る。矢板の曲げモーメントについては、FLIP では地震動を与えてから地震動の継続時間で
ある 20 秒後の値を示しているのに対して、静的 FEM 解析においては動的有効応力解析結
果を残留変位について等価に変換した全応力解析における曲げモーメントの値を示してい
る。 
 静的解析 FEM において、初期変位の除去の有無について比較すると、両者の差はわずか
であることがわかる。したがって、実務上は初期変位を除去する必要はないと考えられる。 
 
 
表 4.3.4 2 次元解析の加重ステップ 
 
step 地盤剛性 E’ 
   １ 自重の１％ 
   ２ 自重の 10％ 
   ３ 自重の 100％ 
   ４ E と同じ 
   ５ 自重解放 
 
              E ：地盤の初期剛性 
              E’ ：液状化時の地盤剛性 
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図 4.3.5 ２次元静的 FEM による変位図 
 
 
 
表 4.3.5 解析結果の比較（のり肩残留変位） 
 
 水平変位（ｍ）  鉛直変位（m） 
 FLIP     1.33    0.55 
 静的 FEM     1.08    0.71 
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図 4.3.6 遮水矢板の変位および曲げモーメント 
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4.3.3 ３次元全応力解析への拡張 
 
 2 次元モデルから３次元モデルへの拡張方法を表した模式図を図 4.3.7 に示す。本研究で
使用したモデルは、基本的に２次元静的 FEM 解析に使用した断面を 90 度で交差させたモ
デルであり、隅角部を通る対角線に対して対称（鏡像）となるモデルである。このように
して作成したモデルが図 4.2.2 に示した３次元解析モデルである。 
 今回の鏡像によるモデル化では、液状化範囲も鏡像を仮定することになる。しかし、３
次元の動的解析を行ったとしても、入力地震の N－S, E－W 成分の位相等によって解析結
果は様々に変わることが考えられる。したがって、今回のモデル化は、液状化が発生する
ケースのうちの一つであると位置づけられるため、実務的には実現象を表現するものであ
ると考えることができる。なお、本解析は液状化後の遮水矢板の挙動等を解析するもので
あり、遮水矢板に影響を与える要因を液状化による地盤流動とし、地震中の慣性力は考慮
していない。 
 以上のように、２次元モデルから３次元モデルへの拡張に際して、２次元モデルの鏡像
を使用したが、これは隅角部の液状化後の挙動を解析する方法として、実用的に問題がな
い範囲で計算作業をできるだけ簡略化する方法の一つとして用いている。 
 地盤の物性値は２次元静的解析に準じて設定した。また、２次元解析の結果において示
したように（図 4.3.6）、初期変位の除去は実務上の結果に及ぼす影響が少ないことから、初
期変位を除去する計算ステップは省略した。 
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図 4.3.7 ３次元モデルへの拡張方法 
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4.4 護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形、発生応力 
 
レベルⅡ地震動に対して２次元有効応力解析（FLIP）を行い、その残留変位に対して２
次元 FEM による静的全応力解析を用いて ALID による等価交換を行い、その後２次元静的
全応力解析を３次元静的全応力解析に拡張し、隅角部の遮水矢板の変形、遮水矢板の曲げ
モーメントおよび発生応力の解析を行った。 
 
 
4.4.1 護岸の変形 
 
 図 4.4.1 に、護岸隅角部全体の変位分布と、矢板部断面の変位分布を示す。護岸全体の変
位を見ると、変位は護岸天端の中央部、端部において大きく、隅角部で小さくなっている。
この傾向は矢板についても同様である。隅角部の矢板は、X 方向・Y 方向とも矢板の面内引
張りによって拘束されているため変位しにくいが、隅角部から離れるにつれて矢板は面外
方向へはらみ出すことがわかる。 
 端部において 3 次元解析による護岸天端の地盤変位量が 2 次元解析による地盤変位量より
も大きくなる理由は、地盤を矢板で囲ったために、液状化後の流動化した地盤による圧力
が、矢板の面内張力によって変形が拘束されている隅角部では解放されずに、矢板による
変形拘束効果が低い端部においてより強く影響し、大きな変形が生じたものと考えられる。
この現象は、３次元解析によって表現することができるが、２次元解析では表現すること
ができず地盤および矢板の変位が小さく評価される可能性がある。 
 また、図 4.4.2 に、護岸のり肩の水平・鉛直変位について、2 次元動的有効応力解析（FLIP）、
２次元静的全応力解析、３次元静的全応力解析の計算結果を示す。この図で、２D は 2 次
元静的解析を、３D は３次元静的解析を示している。護岸のり肩の水平変位に注目すると、
３D 交差部で 0.58m と最小になっており、逆に３D 中央部は 1.47m、端部は 1.44m と２D
（FLIP）の 1.34m よりも若干大きくなっている。一方、鉛直変位については、３D 交差部
が 0.91m と最大で、３D 交差部は 0.64m、３D 中央部も 0.64m となっており、これらの差
は水平変位よりも小さい。 
 以上のように護岸隅角部においては、X,Y 方向からの拘束があるため、液状化発生後の 
残留変位は護岸中央部（直線部）に比べて小さくなり、特に水平変位が小さくなるという
結論を得た。 
 護岸の最大変位は、３D 中央部で水平方向海側へ 1.47m、鉛直方向下側へ 0.64m となる
が、廃棄物護岸の遮水構造の耐震性能の照査は遮水矢板に破断が生じるかどうかで判断さ
れ、護岸の変位が遮水機能上において特段の問題とされることはない。 
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図 4.4.1 護岸隅角部と遮水矢板の変位分布図 
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図 4.4.2 護岸のり肩の変位の比較 
 
 
 
 
 
 
 
4.4.2 遮水矢板の変形と曲げモーメント 
 
 図 4.4.3 に２次元動的有効応力解析（FLIP）、２次元静的全応力解析（step３），および
３次元静的全応力解析（交差部、中央部、端部）における矢板の水平変位、曲げモーメン
トの深度分布を示す。 
 矢板の水平変位の深度分布においても、護岸のり肩水平変位分布と同様に、３次元解析
の交差部（３D 交差部）が最も小さな値となっている。また、３次元解析の中央部、端部
の水平変位は、２次元有効応力解析（FLIP）、２次元静的解析（２D－step３）の結果より
も大きい値となっている。 
 以上のように、隅角部の遮水矢板の水平変位は直線部の水平変位とは大きく異なり、比
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較的小さい値であること、また、直線部の水平変位は２次元解析で想定される水平変位に
比べてかなり大きくなることがわかった。 
 一方、曲げモーメントについては、３次元交差部の深度分布が他の箇所の深度分布と異
なるとともに、曲げモーメントの値は小さい値となっていることがわかった。 
 このように、護岸隅角部の遮水矢板の挙動と曲げモーメントの分布は、直線部とは異な
っており、液状化後の護岸ならびに遮水矢板の挙動を考える場合には、3 次元として検討す
ることが重要であると判断される。 
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図 4.4.3 矢板の変位・曲げモーメントの比較 
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4.4.3 遮水矢板交差部のミーゼス応力 
 
 遮水矢板の変位分布より、護岸隅角部の矢板の変位は直線部の矢板の変位より小さい値
となったが、隅角部の矢板には応力集中が生じることが予想される。そこで、応力集中の
状況を把握するために、矢板交差部近傍のミーゼス応力を求める。 
 ミーゼス応力は、材料内部の６方向の応力を総合して１次元の引張応力に換算した応力
で、材料の降伏応力と比較することにより、塑性変形の有無を判断することができる。ミ
ーゼス応力σMはスカラーであり、次式によって計算される。 
 
 
 
       ここで、σx、σy、σz  ：x、y、z 面の鉛直応力 
          τxy、τyz、τzx：x、y、z 面のせん断応力 
 
 
式（4.4.1）によって計算した矢板交差部のミーゼス応力の分布を図 4.4.4 に示す。また、
交差部近傍において矢板の変位を拡大したものを図 4.4.5 に示す。 
遮水矢板のミーゼス応力は、交差部の上部で最大値（σM＝4.3×108N/m2）となり、その
周辺においても降伏応力度（σy＝3.9×108N/m2）を超過している。これは、交差部におい
ては X 方向、Y 方向ともに変位が拘束されているために変位が少なく、交差部から離れる
につれて面外方向への変位が大きくなるために、交差部に応力集中が発生したものと推測
される。図 4.4.4 においても、直線部に近い矢板は護岸の変形に伴って海側にはらみ出すよ
うに変位するが、交差部の矢板の変位は少なくなっていることがわかる。 
降伏応力を超えるミーゼス応力が発生することに対する遮水矢板の安全性に対する考察
は第５章において行う。 
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図 4.4.4 遮水矢板交差部のミーゼス応力の分布図 
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図 4.4.5 矢板交差部の変形状況（変形を強調） 
 
 
 
 
 
4.5 まとめ 
 
 4.1 概要 において本章の構成について述べた。 
 4.2 解析モデル において、大阪湾において建設された傾斜式捨石護岸の管理型廃棄物
処分場を参考に、護岸断面が直交する隅角部を含めて 275m 四方をモデル化し、解析メッ
シュを作成した。そして、計算に使用する有限要素法モデルの概要、地盤のモデル化につ
いて説明した。また、矢板の異方性を表現する板要素のモデル化の方法を考案した。 
 4.3 ALID を用いた３次元解析手法 において、液状化発生後の護岸の大変形による遮
水矢板の挙動と発生応力を計算する方法を提案した。解析モデルに対して２次元動的有効
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応力解析（FLIP）を行い、護岸の残留変位分布、および過剰間隙水圧比分布を求めた。求
められた残留変位に対して ALID を用いて２次元静的全応力解析へ等価変換を行った。そ
して、２次元静的全応力解析を３次元静的全応力解析に拡張し、護岸隅角部の遮水矢板の
挙動と矢板の発生応力を計算した。 
 以上の検討の結果、以下の結論を得た。 
 ALID を３次元静的に拡張することにより、これまで解析等に大型計算機や労力を要する
等の困難性から検討が実施されなかった、液状化に伴う地盤流動によって生じる護岸隅角
部における遮水矢板の挙動と発生応力を解析する方法を提案することができた。 
 解析モデルについて液状化発生後の護岸隅角部における遮水矢板の挙動と発生応力を解
析した結果、次のことがわかった。矢板の水平変位は隅角部では X,Y 方向からの拘束によ
って最小となり、隅角部から遠ざかるほど海側に大きくなる。直線部の遮水矢板の水平変
位は、２次元解析の結果よりも大きくなる。また、変位分布に対応して、隅角部の矢板の
上部には極めて大きな応力が発生する。 
 なお、本章で提案した手法は、地震動による慣性力は考慮していないため、大規模地震
によって敷砂や盛砂等に液状化が発生し、液状化に伴う地盤流動によって護岸の変形が発
生する場合に適用するものである。 
 以上の結果から、2 次元解析ではわからなかった液状化に伴う地盤流動による隅角部遮水
矢板の挙動を明らかにし、３次元動的有効応力解析に加え、ALID を用いた３次元静的全応
力解析によって護岸隅角部の遮水矢板の発生応力を計算し、遮水機能の評価を行うことが
必要であることを示すことができた。 
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第５章 遮水矢板耐力の解析と発生応力の評価 
 
5.1 概要 
 
レベルⅡ地震が発生した場合の遮水矢板の耐震性能は、第２章 2.1 概要において表 2.1.1
に示したように、遮水性能が保持されることを確認する。また、確認すべき遮水矢板の機
能は、遮水矢板に破断が発生しないことである。 
第３章においては、解析コード MuDIAN を用いて３次元動的有効応力解析を行い、レベ
ルⅡ地震動による液状化が生じた場合の護岸隅角部の遮水矢板の変形と発生応力の算定を
行った。この結果、隅角部の遮水矢板には応力集中が発生し、面内せん断力は遮水矢板の
リアルモデルの引張り試験で得られた部分的な降伏応力を超過することがわかった。また、
第４章においても、液状化に伴う地盤流動による隅角部の矢板のミーゼス応力を算定した
が、鋼材の降伏応力を超えることがわかった。 
このため、本章においては、レベルⅡ地震動によって遮水矢板に降伏応力を超える応力
が生じた場合の遮水矢板の限界状態を明らかにすることによって、矢板の耐震性の評価方
法について検討する。これまでに、遮水矢板に部分的降伏応力が発生した時点以降の限界
状態の遮水性能を検討した事例はないことから、以下の評価方法を考案した。 
遮水を目的として用いられる鋼矢板は、形状が U 字型で両端についている継手を使って、
鋼矢板を連続的に繋ぎ合わせることで遮水壁を形成するため、面内方向と面外方向では構
造的に異方性がある。この異方性によって鋼矢板の面内方向と面外方向では異なる強度と
剛性が想定されるため、鋼矢板の形状そのままにソリッド要素を使って解析モデルを作成
し、面内方向に引張力とせん断力を加えたケースと、面外方向に力を加えて曲げを発生さ
せたケースについてシミュレーション試験を行い、遮水矢板の極限強度を確認する。そし
て、第３章、ならびに第４章において算定した部分的降伏発生応力を超える遮水矢板の発
生応力に対して、耐震性能に対する評価を行う。 
レベルⅡ地震に対して必要とされる遮水矢板の耐震性能は遮水機能の保持であり、これ
は、矢板のウェブまたはフランジに破断が生じないこと、および爪部に破損またははずれ
が生じないことを確認する。爪部の破損およびはずれは、爪部に塑性応力が発生しないこ
とをもって判断するものとする。 
検討の流れを図 5.1.1 に示す。まず、シミュレーション解析に用いる面内方向および面外
方向の解析モデルを作成する。次に、面内方向の引張りとせん断試験、および面外方向の
載荷試験を行い、３次元解析結果の発生応力を評価する。そして、ミーゼス応力について
評価する。 
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遮水矢板のモデル化 
 
 
 
耐力の解析と発生応力の評価 
・面内方向の強度と発生応力の評価 
・面外方向の強度と発生応力の評価 
・ミーゼス応力の評価 
 
              図 5.1.1 検討の流れ 
 
 
 
5.2 遮水矢板のモデル化 
 
 本研究において解析の対象とした鋼矢板は FSP-Ⅲ型鋼矢板で、その断面諸量を表 5.2.1
に示す。鋼矢板１枚の幅は 40cm で、鋼矢板の両端についている継ぎ手を使って、隣り合う
鋼矢板を連続的につなぎ合わせ、図 5.2.1 に示す U 字形が連続した形の壁を形成する。継
ぎ手によって遮水矢板が連続的に繋がっている方向を面内方向、直行する方向を面外方向
と定義する。 
遮水矢板の面内方向と面外方向の特性を調べるために，３次元 FEM モデルを用いた数値
解析手法で，面内方向については引張り試験とせん断試験を，面外方向については曲げ試
験をそれぞれ実施し，鋼材 SY390 と遮水矢板の強度特性の違いと，遮水矢板の構造に起因
する降伏特性に関する考察を行った。解析に用いた解析コードは MuDIAN である。 
 鋼矢板のモデル化ではソリッド要素を使用し、構成式には von-Mises モデルを用いた。
図 5.2.2 にモデル化した鋼矢板で使用している鋼材 SY390 の特性を示す。降伏応力σy＝3.9
×108（N/m2）で、降伏するまでは弾性挙動を示し、降伏後は完全塑性状態となる完全断塑
性モデルである。SY390 のヤング率 E=2.1×108（N/m2）、ポアソン比を 0.3、に設定した。 
図 5.2.3に遮水矢板の面内方向の強度特性を解析するための 6面体のソリッド要素を用い
た解析モデルを示す。解析モデルの節点数は 20,915、要素数は 14,984 である。図中で面内
方向の部分をフランジ、面外方向の部分をリブという。解析モデルは、幅 0.4m、高さ 0.1m、
厚さ 13mm の鋼矢板２枚を継ぎ手でつないでいる。 
図 5.2.4 に遮水矢板の引張り試験のためのモデルを示す。遮水矢板に面内方向の引張り力
が作用した時の特性を調べるために、矢板の片側の側面を固定し、反対側の側面に引張力
を作用させて遮水矢板の面内方向に引張力を発生させた。 
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図 5.2.5 に遮水矢板のせん断試験のためのモデルを示す。遮水矢板のせん断試験では、底
面の境界条件を固定条件にし、遮水矢板の左上の点ｂに集中荷重を水平に作用させた。こ
の時、遮水矢板の上面の各点には境界条件によって点ｂと同一の変位を発生させることに
よって遮水矢板にせん断力を発生させた。 
遮水矢板の面外方向の特性を調べるために図5.2.6に示す曲げ試験の解析モデルを作成し
た。矢板断面は図 5.2.3 に示す面内方向の解析に用いたモデルと同じで、長さが 5m となっ
ている。矢板の両端から 0.5m の位置にそれぞれ支点を設け、支店間の中央断面に等分布荷
重を載荷した。等分布荷重は図5.2.6に示すように、フランジ部だけに鉛直方法に章させた。
解析モデルの作成は、6 面体ソリッド要素で行い、節点数は 171,503、要素数は 149,840 で
ある。 
 
 
 
 
 
 
表 5.2.1 鋼矢板（FSP-Ⅲ型）形式（鋼矢板縮図集、新日本製鉄(株)より） 
 
重心位置 回転半径
W h t 1枚当り 壁幅1m当り 1枚当り
壁幅1m
当り 1枚当り
壁幅1m
当り C 1枚当り
壁幅1m
当り 1枚当り 1枚当り
壁幅1m
当り
mm mm mm kg/m kg/m2 cm2 cm2 m2/m m2/m2 mm cm4 cm4 cm cm3 cm3
FSP-Ⅲ 400 125 13.0 60.0 150 76.42 191.0 1.44 1.80 49.0 2,220 16,800 5.39 223 1,340
断面二次モーメント 断面係数
形式
寸法 重量 断面積 表面積
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.1 遮水矢板 
継手 
面外方向 
面内方向 
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図 5.2.2 鋼材の応力とひずみの関係 
 
 
 
           ０．４ｍ 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.3 面内方向の解析に用いたモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2.4 遮水矢板の引張り試験モデル 
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ヤング率
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0.1m 
0.125ｍ 
フランジ部 
リブ部 
 
側面固定 
側面に等分布荷重 
● 
a 点（水平変位δを測定）
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図 5.2.5 遮水矢板のせん断試験モデル 
 
 
 
 
                            支点間中央断面 
 
図 5.2.6 遮水矢板の曲げ試験モデル 
 
 
 
 
 
 
 
5.3 耐力の解析と発生応力の評価 
 
5.3.1 面内方向の強度と発生応力の評価 
 
(1) 面内方向の強度 
 
 
● 
b 点（集中荷重の載荷と水平変位δを測定） 
底面の境界条件は固定
上面の各点は b 点と同じ変位 
△ △ 
△
0.5m 0.5m 4.0m 
支点 
支点間中央の載荷位置 
支点間中央のフランジ部
に等分布荷重を載荷 
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①引張り力に対する特性 
 
 図5.2.4に示す遮水矢板の引張り試験モデルを使った引張り試験で得られた応力－ひずみ
曲線を図 5.3.1 に示す。図 5.3.2 は図 5.3.1 中に示されている点 A（8.73kN の水平荷重を載
荷），点 B（13.8kN の水平荷重を載荷），点 C（15.0kN の水平荷重を載荷）と点 D（17.0kN
の水平荷重を載荷）までの各荷重段階までに降伏している要素を赤色で示している。点 A
では 50 個の要素が降伏しており，図 5.3.1 の水平変位と水平荷重の関係より，この時点ま
で遮水矢板は，引張り力に対して線形挙動を示していると言える。図 5.3.2 より，点 A に相
当する遮水矢板の部分的な降伏が始まる場所は，フランジとの境目に近いリブ部分である
のが分かる。 
 図 5.3.2 に示されている点 B，点 C の荷重段階までに降伏している要素を比べた場合，点
C ではほぼリブ全体で降伏している要素が表れている。一方，点 B ではリブ全体ではない
がリブの大部分で降伏している要素が表れており，降伏している要素の分布では点 B と点
C で大きな差がないのに，図 5.3.1 の水平変位と水平荷重の関係で比べた場合，遮水矢板で
部分的な降伏が始まる点 A から点 B 付近までは線形に近い挙動を示しているのに対して，
点 B から点 C にかけては水平変位の伸びが大きく，遮水矢板の剛性が初期状態に比べて大
きく低下した挙動を示している。 
 図 5.3.3 は図 5.3.1 中の点 A，点 B，点 C と点 D の各荷重段階での相当応力コンター図で
ある。図 5.3.3 はコンター図と同時に変形量を３倍に拡大して表示している。(6)式より
SY390 の一軸降伏強度σy に対応する相当応力は，2.25×105（kN/m2）である。 
 遮水矢板に部分的な降伏が発生する点 A の時点では，相当応力コンター図よりフランジ
とリブの境目に近いリブの表面部分だけにしか降伏が発生していないことが分かる。 
 点 B の時点では点 A で降伏している要素が表れている部分で，降伏している要素がリブ
を貫いて表れており，点 C の時点ではリブを貫いて降伏している要素が出現している傾向
が顕著に表れているのが分かる。 
 点 D の段階では変形が大きく発生しており，図 5.3.2 の降伏している要素の分布でも，
リブだけでなくフランジ部でも降伏が進行しているのが分かる。フランジでも降伏が進行
しているのが，変形が大きく発生している原因である．ただこの段階でも継手部分に降伏
している要素は見られない。 
 図 5.3.3 の変形パターンから，遮水矢板の変形は主にリブ部分が外側に大きく開くことに
よって変形しているのが分かる。 
これらのことから遮水矢板は引張り力に対して，部分的な降伏が発生した後も，比較的線
形に近い挙挙動を示し，リブを貫く降伏が発生した段階で変形の伸びが顕著になるが，こ
の段階でも遮水矢板の継手部分には降伏が発生していないので，遮水矢板の止水能力は確
保されている．また引張り力に対しては，部分的な降伏が発生してから遮水矢板の破壊状
態まではかなり余裕がある。 
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図 5.3.1 引張り試験での水平変位δと水平荷重 P の関係 
 
 
         点 A P=8.73kN で降伏している要素（赤色） 
 
     点 B P=13.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
         点 C P=15.0kN で降伏している要素（赤色） 
 
         点 D P=17.0kN で降伏している要素（赤色） 
 
 
 
 
図 5.3.2 引張り試験で降伏している要素 
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      相当応力コンター（点 A P=8.73kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 B P=13.8kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 C P=15.0kN） 
 
      相当応力コンター（点 D P=17.0kN） 
 
図 5.3.3 引張り試験での相当応力コンター図 
       （変形は 3 倍に拡大して表示） 
 
 
 
②せん断に対する特性 
 図 5.3.4 は，図 5.2.6 の解析モデルを用いて得られた b 点での水平変位δと，b 点に作
用させた水平荷重 P の関係を示している。 
 図 5.3.5 は，図 5.3.4 中の点 E（1647.5kN の水平荷重を載荷），点 F（1880.0kN の水平
荷重を載荷）と点 G（2000.0kN の水平荷重を載荷）の各荷重段階までに降伏している要素
2.25×105 
0.0 
(kN/m2) 
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を赤色で示している。 
 点 E では 50 個の要素が降伏しており，図 5.3.4 よりこの荷重段階まで遮水矢板は線形挙
動を示していると言える。この時，遮水矢板のフランジ上面で降伏している要素が表れて
いることから，遮水矢板はせん断力に対して，フランジの上面から部分的な降伏が始まる
のが分かる。 
 点Fの荷重段階では，図5.3.5よりほぼフランジ全体で降伏している要素が発生している．
この段階でも，リブとの境目に降伏している要素が表れているが，リブ部分には降伏して
いる要素は表れていないことから，せん断力に対して遮水矢板はフランジ部分で抵抗して
いることが分かる。 
 更に荷重を増やした点 G の段階では，図 5.3.5 よりほぼフランジ全体が降伏し，継手部
分で一部降伏している要素が見られる。 
 図 5.3.4 より，部分的な降伏が始まる点 E からフランジのほぼ全面で降伏している要素が
表れる点 F と点 G までの変位の伸びは大きく，遮水矢板はせん断力に対して，部分的な降
伏が発生した後は直ぐに塑性変形が卓越し，遮水矢板の破壊までに余裕があまりないこと
が分かる。図 3.5.6 は点 E，点 F と点 G の各荷重段階での相当応力コンター図である。コ
ンター図と同時に変形量を 100 倍に拡大して表示している．図 5.3.5 より点 E の荷重段階
で降伏している要素は，フランジの上面だけであるが，発生応力はフランジ全体で大きな
差はない。また点 F と点 G の荷重段階でもほぼフランジ全体で一様な相当応力が発生して
いるのが分かる。このことから遮水矢板はせん断力に対してフランジ全体で抵抗するため
に，部分的な降伏が発生してから遮水矢板の破壊に至るまでの余裕が少ないと考えられる。 
 水平変位と水平荷重の関係について図 5.3.1 の引張り試験結果と，図 5.3.4 のせん断試験
結果のそれぞれ部分的な降伏が発生するまでを比較した場合，引張り試験の勾配（水平荷
重／水平変位）が 4.3×101（kN / cm）に対して，せん断試験の勾配は 6.2×104（kN / cm ）
とオーダー違いで，遮水矢板は引張りとせん断力とでは全く異なる変形特性を示すことが
分かる。これらのことから，遮水矢板は同じ面内方向の力である引張り力とせん断力に対
して全く異なる挙動を示すことが分かった。 
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図 5.3.4 せん断試験での水平変位δと水平荷重 P の関係 
 
 
 
点 E P=1,647.5kN で降伏している要素（赤色） 
 
 
点 F P=1,880.0kN で降伏している要素（赤色） 
 
      点 G P=2,000.0kN で降伏している要素（赤色） 
 
 
 
 
 
 
図 5.3.5 せん断試験で降伏している要素 
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    相当応力コンター（点 E P=1,647.5kN） 
 
 
    相当応力コンター（点 F P=1,800.0kN） 
 
 
    相当応力コンター（点 G P=2,000.0kN） 
 
 
 
 
 
図 5.3.6 せん断試験での相当応力コンター図 
           （変形は 100 倍に拡大して表示） 
 
 
 
 
 
 
(2) 面内方向の発生応力の評価 
 
 第３章において、解析コード MuDIAN を用いて３次元動的解析を行い、レベルⅡ地震動
による液状化中の護岸隅角部の遮水矢板の変形と発生応力の算定を行った。この結果、隅
角部の遮水矢板には応力集中が発生し、図 5.3.7 に示すように、遮水矢板の板要素の面内せ
ん断力は遮水矢板のリアルモデルのせん断試験で得られた部分的な降伏応力を超過するこ
とがわかった。隅角部の遮水矢板において、敷砂の少し上の高さの LINE５で、板要素のせ
ん断応力度σ＝2.71×106（N/m2）が部分的な降伏応力σy＝2.7×106（N/m2）を超過して
2.25×105 
0.0 
(kN/m2) 
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いる。面内方向の水平応力と鉛直応力はすべて部分的な降伏応力以内に収まっている。 
 部分的降伏発生応力度を超す応力が発生した面内方向のせん断応力度の安全性に対する
考察を行う。図 5.3.4 において示したように、リアルモデルのせん断試験結果によれば、点
E において遮水矢板には部分的な降伏が発生し、さらに荷重を増やし続けるとひずみの増加
とともに降伏状態の範囲が拡大し続ける。点 F においては部分的降伏が発生する水平荷重
の 1.14 倍のせん断荷重をかけているが、この段階においても遮水矢板の継ぎ手部は降伏応
力に達しておらず、継ぎ手の損傷による漏水の危険性は低く遮水機能が損なわれることは
ない。 
 したがって、レベルⅡ地震動によって板要素に部分的降伏発生応力（σy＝2.7×106
（N/m2））を超す面内方向のせん断応力度（σ＝2.71×106（N/m2））（部分的降伏発生応力
の 1.004 倍）が発生した本ケースにおいては、矢板の遮水性能が保持されることを確認す
ることができた。 
 
 
 
                  部分的降伏発生応力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3.7 遮水矢板に発生する面内方向の応力分布図 
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5.3.2 面外方向の強度と発生応力の評価 
 
(1) 面外方向の強度 
 
 図5.3.8は遮水矢板の曲げ試験で載荷した等分布荷重の合力Pと支点間中央断面での鉛直
変位δの関係を示している。 
 図 5.3.9 は図 5.3.8 に示されている各荷重段階（点 H，点 I，点 J，点 K）までに降伏し
ている要素を赤色で示している．点 H では 50 個の要素が降伏しており，図 5.3.8 の荷重と
変位の関係より，この時点まで遮水矢板は曲げ荷重に対して線形挙動を示していると言え
る。点 H の荷重が載荷されるまでに降伏している要素は，フランジ部に表れていることか
ら，曲げ荷重に対して遮水矢板の部分的な降伏が発生するのはフランジ部であることがわ
かる。 
 図 5.3.9 より点 J の荷重段階では，フランジ全体とリブのフランジ側，そして両側の継手
部が降伏している。中央の継手部は健全な状態にある。図 5.3.10 は同じく各荷重段階での
支点間中央断面での相当応力コンター図を示している。 
点 J において両側の爪部に塑性域が発生しているのは，爪部外側の境界条件の影響が表
れており，矢板が連続している場合は中央の爪部の状況が正しいと考えられる。爪部は，
中立中立軸近くにあり，発生モーメントが極めて小さいことから最後に塑性域に入る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3.8 曲げ試験での鉛直変位δ（支点間中央断面） 
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       点 H P=371.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
点 I P=469.8kN で降伏している要素（赤色） 
 
       点 J P=493.4kN で降伏している要素（赤色） 
 
       点 K P=535.7kN で降伏している要素（赤色） 
 
 
 
 
 
 
        図 5.3.9 曲げ試験で降伏している要素 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 120
 
 
 
      相当応力コンター（点 H P=371.8kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 I P=469.8kN） 
 
      相当応力コンター（点 J P=493.4kN） 
 
 
      相当応力コンター（点 K P=535.7kN） 
 
 
 
 
 
 
    図 5.3.10 曲げ試験での応力相当コンター図 
              （変形拡大率は 1 倍） 
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(2) 面外方向の発生応力の評価 
 
 第３章において、解析コード MuDIAN を用いて３次元動的解析を行い、レベルⅡ地震動
による液状化中の護岸隅角部における遮水矢板の変形と発生応力の算定を行った。面外方
向の発生応力が最大のものは、図 5.3.11 に示す LINE5 における鉛直応力であるが、部分的
降伏発生応力までには余裕があり、遮水矢板の遮水機能に問題はない。 
 
 
                 部分的降伏発生応力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3.11 遮水矢板に発生する面外方向の応力分布 
 
 
 
 
5.3.3 ミーゼス応力の評価 
 
 
第４章において、ALID を用いた３次元解析を行い、液状化に伴う地盤流動によって遮水
矢板に発生するミーゼス応力を算定した。ミーゼス応力は、材料内部の６方向の応力を総
合して１次元の引張応力に換算したスカラー応力で、材料の降伏応力と比較することによ
り、塑性変形の有無を判断することができる。 
 ４章において計算した遮水矢板交差部のミーゼス応力の分布を図 5.3.12 に示す。遮水矢
板のミーゼス応力は、矢板交差部の上部で最大値（σM＝4.3×108（N/m2））となり、降伏
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応力（σy＝3.9×108（N/m2））を超過しているが、破断応力（σy=5.4×108(N/m2)は超過し
ていない。 
 最大ミーゼス応力が発生するのは、遮水矢板交差部の最上部であり、この部分では矢板
の面内方向の引っ張り力が卓越している。5.3.1 面内方向の強度と発生応力の評価において
示したように、遮水矢板が全面的に降伏に達するまでは継ぎ手部からの漏水が発生する恐
れがないことから、ミーゼス応力が破断応力近くになるまでは遮水機能が維持されると考
えられる。 
 しかし、遮水矢板に部分的な降伏が発生してから矢板全体が降伏するまでにもっとも余
裕がないのは面外方向のせん断に対してである。遮水矢板のリアルモデルによるせん断試
験を行った結果からみて、フランジに部分的降伏が発生してから継手部が健全性を保って
いる状態の点 F に達するまでに、試験荷重を 14.1％増加させている。 
 ミーゼス応力はスカラー量であり、遮水矢板に発生する最大ミーゼス応力は、降伏応力
度の 10％増し程度以下に制限することが望ましいと考えられる。本計算ケースにおいては、
遮水矢板の最大ミーゼス応力（σM＝4.3×108（N/m2））は、降伏応力度（σy＝3.9×108
（N/m2））の 10.3％増しであり、矢板の遮水機能に問題はないと判断することができる。 
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図 5.3.12 遮水矢板交差部におけるミーゼス応力の分布図 
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5.4 まとめ 
 
 5.1 概要 において、本章の構成について述べた。 
 5.2 遮水矢板のモデル化において、遮水矢板の強度を確認することを目的としたリアルモ
デルによる引張り試験および曲げ試験のためのモデル化について述べた。 
 5.3 遮水矢板耐力の解析と発生応力の評価において、引張り試験のためのリアルモデルの
面内方向に外力を加えて引張り試験を行い、遮水矢板の引張り強度を確認した。次に、せ
ん断試験のためのリアルモデルに面内方向のせん断力を加えてせん断試験を行い、遮水矢
板のせん断強度を確認した。さらに、曲げ試験のためのリアルモデルに面外方向の外力を
加えて曲げ試験を行い、遮水矢板の曲げ強度を確認した。そして、第３章において解析し
たレベルⅡ地震動によって液状化中に護岸隅角部の遮水矢板に発生する部分的降伏発生応
力を越す発生応力の評価を行い、遮水矢板の遮水機能が確保されることを確認した。また、
第４章において解析した液状化に伴う地盤流動による護岸隅角部の遮水矢板に発生する降
伏応力を超過するミーゼス応力について評価し、遮水機能が確保されることを確認した。 
 以上のように、遮水矢板に部分的降伏応力を越す応力が発生した場合の遮水機能を、ソ
リッド要素を用いたシミュレーション実験を行うことによって評価する方法を提案するこ
とができた。 
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第６章 隅角部の遮水矢板の耐震性能照査手順の提
案 
 
6.1 概要 
 
 これまでに、大阪湾において建設された管理型廃棄物処分場を参考に、護岸隅角部につ
いて解析モデルを作成し、レベルⅡ地震動を入力地震動とし、3 次元動的有効応力解析およ
び３次元静的全応力解析による、護岸隅角部の遮水矢板の変形、発生応力の解析手法を考
案し、モデル護岸による解析を行った。この結果、隅角部の遮水矢板には液状化の発生に
伴って集中応力が発生し、矢板の遮水機能について照査を行う必要性があることがわかっ
た。また、矢板に部分的降伏応力を超える応力が発生した場合の遮水機能の評価方法につ
いて提案を行った。現在のところ、護岸直線部の遮水矢板については、いくつかの耐震性
能の照査事例があるが、隅角部の遮水矢板の耐震性能について検討されたものはない。こ
のため、本研究の検討結果を基に、本研究の目的である隅角部の遮水矢板の耐震照査手順
を提案するものである。 
 隅角部の遮水矢板の耐震照査手順を図 6.1.1 に示す。まず、従来設計法に従って護岸直線
部と隅角部の設計を行う。次に、評価の対象とするレベルⅡ地震動と、耐震性の評価基準
を設定する。護岸直線部について、２次元動的解析を行い耐震性能を評価する。次に、護
岸隅角部の遮水矢板について、MuDIAN による３次元動的有効応力解析によって遮水矢板
の変形と発生応力を計算する。あわせて、ALID による３次元静的全応力解析によって遮水
矢板の挙動と発生応力の計算を行う。そして、ソリッド要素を用いたシミュレーション実
験により矢板耐力の解析を行い、発生応力の評価を行う。遮水機能が満足されない判断さ
れた場合は、遮水矢板の規格を変更して再度遮水矢板の発生応力を解析し、耐震性能の評
価を行う。 
 この照査手順のうち、護岸直線部および隅角部の設計およびレベルⅡ地震動の設定は、
従来設計法によることができるため、本章では記述しない。また、遮水矢板の耐震性能の
照査の考え方は、表 1.1.3 によることができる。 
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始 め 
 
従来設計法による護岸直線部、隅角部の設計 
レベルⅡ地震動の設定 
耐震性評価基準の設定 
 
護岸直線部の遮水矢板の耐震性能の評価 
・ 地盤のモデル化 
・ 解析メッシュ図の作成 
・ 2 次元動的有効応力解析 
・ 遮水性能の評価 
 
 
３次元動的有効応力解析 
・ 解析モデル作成 
・ 各種パラメータの設定 
・ MuDIAN による 3 次元解析
 ３次元静的全応力解析解析 
・ 解析モデル作成 
・ 各種パラメータの設定 
・ ALID による３次元解析 
 
 
遮水矢板の発生応力の評価 
・ 面内方向の強度算定と発生応力の評価 
・ 面外方向の強度算定と発生応力の評価 
・ ミーゼス応力の評価 
 
終 り 
 
図 6.1.1 隅角部の遮水矢板の耐震性能照査手順 
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6.2 護岸直線部の遮水矢板の耐震性能の評価 
 
6.2.1 評価の手順 
 
 ２次元動的有効応力の解析に先立ち、従来設計法に従って、管理型廃棄物処分場の護岸
直線部および隅角部の設計、ならびにレベルⅡ地震の設定、耐震性能評価基準の作成を行
う。本節では、設定された護岸直線部の標準断面に対してレベルⅡ地震動を作用させて行
う２次元動的有効応力解析法について説明する。解析の目的は、護岸直線部の遮水矢板の
耐震性能を 2 次元的に評価すること、および護岸隅角部の遮水矢板に発生する地震時の変
形・応力状態と比較することにある。 
解析の手順は図 6.2.1 に示すとおり、まず地盤をモデル化し各材料のパラメータを設定す
る。次に、直線部の標準断面を元に遮水矢板のモデル化と解析メッシュ図の作成を行う。
設定されたレベルⅡ地震動を入力地震動として 2 次元動的有効応力解析を行い、護岸残留
変形図、過剰間隙水圧比分布図、遮水矢板の曲率と発生応力分布図を作成する。そして、
発生応力に基づいて耐震性能の評価を行う。 
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始 め 
 
地盤のモデル化 
 
 
解析メッシュ図作成 
 
 
２次元動的有効応力による解析 
 
 
耐震性能の評価 
 
終 り 
 
図 6.2.1 2 次元動的有効応力解析の手順 
 
 
 
 
 
6.2.2 地盤のモデル化 
 
 海底地盤および護岸材料の土質定数は、護岸断面の設計に用いられた値を採用すること
ができる。 
 2 次元動的解析に使用する護岸材料および基礎地盤のパラメータであるせん断弾性係数
および Vs については、「液状化による構造物被害予測プログラム FLIP において必要な各
種パラメータの簡易設定法」に従って設定する。 
 本研究において設定した土質定数とパラメータ一覧を表 2.2.1 に示した。 
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6.2.3 解析メッシュ図の作成 
 
 ２次元動的有効応力解析のために、設計された護岸直線部の標準断面を元に、メッシュ
図を作成する。なお、液状化後の遮水矢板の耐震性能の解析を一般的な規模の計算機で行
うためには、計算結果にあまり影響を与えない範囲で標準断面を簡略化することが必要と
なる場合がある。 
 遮水矢板については、使用する鋼矢板の諸元に基づいて設定する。遮水矢板は、線形梁
要素でモデル化し、梁要素と地盤の間にはジョイント要素を設置し、地盤と遮水矢板の滑
りを考慮できるようにする。 
 本研究において設定した２次元動的解析メッシュ図を図 2.3.1 に示した。 
 
 
 
 
6.2.4 ２次元動的有効応力解析 
 
 これまでに作成した地盤モデルと解析メッシュに対して設定したレベルⅡ地震動を作用
させて 2 次元動的有効応力解析を行い、残留変形図、過剰間隙水圧比分布、遮水矢板の曲
率と応力分布図を作成する。 
 ２次元動的有効応力の解析条件と入力条件の設定についてまとめると以下のとおりであ
る。 
① 設定した解析メッシュを使用し、設定されたレベルⅡ地震動を入力地震として 2 次元
動的有効応力解析を行い、残留変形図、過剰間隙水圧比分布図を作成し、遮水矢板の変
位を求める。 
② 盛砂および敷砂は液状化する可能性が高いため、遮水矢板の耐震性能の照査には液状
化を考慮できる解析モデルを使用する。 
③ 盛砂と敷砂のモデル化に使用する土の構成式は、FLIP で用いられるマルチスプリング
モデルとする。 
④ 廃棄土のモデル化は、想定される廃棄土の土質調査データから設定する。本研究にお
いては、廃棄土は土質調査データから砂礫土と判断されたため、Mohr-Coulomb モデル
を使用し、全応力で解析した。 
⑤ 液状化の恐れがない粘性土は、Mohr-Coulomb モデルを使用し、全応力で解析するこ
とができる。 
⑥ 解析は、非排水条件とし、初期応力の算出は、地盤部分を Mohr-Coulomb モデルでモ 
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デル化した自重解析で行う。その際に、水面下以下では水中単位体積重量を用いる。 
⑦ 鋼矢板は、護岸の設計で設定されたものを線形梁要素でモデル化する。梁要素と地盤
の間にジョイント要素を設置し、ジョイント要素の法線方向剛性は遮水矢板の剛性を用
いる。 
⑧ 海水のモデル化は、Westergaard の動水圧公式によって求めた動水圧を負荷質量とし
て海水が接する節点に載荷する。 
⑨ 境界条件は、底面側面ともに粘性境界を使用する。 
 
本研究の解析結果の、残留変形図を図 2.4.1 に、過剰間隙水圧比分布を図 2.4.2 に、遮水
矢板の曲率と発生応力分布図を図 2.4.3 に示した。 
 
 
 
6.2.5 耐震性能の評価 
 
遮水矢板の耐震性を、矢板の曲率および発生応力から評価する。2 次元動的有効応力解析
によって得られた矢板の最大曲率が矢板が遮水性能を保持できる限界曲率 0.034（１／ｍ）
より小さいことを確認する。 
 また、矢板に発生する最大曲げモーメントと矢板の断面係数から計算した最大応力と、
鋼材の降伏応力を比較し、発生応力が降伏応力以下であることを確認する。発生応力が降
伏応力を超えた場合は、本論文第５章に従ってシミュレーション実験を行い矢板の極限強
度を求め、矢板の耐震性能を確認する。 
 
 
 
 
 
6.3 ３次元動的有効応力解析 
 
6.3.1 解析の手順 
 
 レベルⅡ地震発生時に対する３次元動的有効応力解析による遮水矢板の変位、発生応力
の解析の手順を図 6.3.1 に示す。まず、護岸隅各部の解析モデルの作成、遮水矢板のモデル
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化を行う。次に繰返し三軸の土質試験結果に繰返し三軸のシミュレーション結果が対応す
るように Densification モデルにおける各種パラメータの設定を行う。そして、解析コード
MuDIAN を用いて、３次元動的解析を行い、護岸と遮水矢板の変形、遮水矢板の発生応力
を求める。 
 
 
始 め 
 
解析モデル作成 
・ 護岸隅角部３次元モデル 
・ 遮水矢板のモデル化 
 
各種パラメータの設定 
 
MuDIAN による３次元動的有効応力解析
・ 護岸と遮水矢板の変形 
・ 遮水矢板の発生応力 
 
 
終 り 
 
図 6.3.1 ３次元動的有効応力解析の手順 
 
 
 
 
 
6.3.2 解析モデル作成 
 
 MuDIAN による３次元動的有効応力解析を実施するために作成する解析モデルは、護岸
隅角部３次元モデル、および遮水矢板の解析モデルである。 
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(1) 護岸隅角部３次元モデル 
 
 護岸隅角部の３次元モデルは、2 次元有効応力解析のために設定した２次元解析モデルを
直交させて作成する。本研究で作成した３次元解析メッシュ図を図 3.2.1 に示した。レベル
Ⅱ地震動の加振方向は、遮水矢板の発生応力が最も大きくなるように一方の護岸と平行な
方向とする。 
 境界条件は、底面および加振直交方向の側面を粘性境界、加振平行方向の側面を水平ロ
ーラーとする。遮水矢板は、線形板要素でモデル化し、板要素と地盤の間にジョイント要
素を入れることによって遮水矢板と地盤の間に発生する滑りを考慮できるようにする。 
 
 
(2) 遮水矢板のモデル化 
 
 遮水矢板の形状に合わせてメッシュ分割を行うと要素数が多くなりすぎて計算機の処理
能力を超えてしまう。このために、U 字形をした遮水矢板を、形状が直方体の板要素を使
ってモデル化を行う。遮水矢板は、面内方向と面外方向で剛性が異なることからそれぞれ
の剛性を次のように設定する。 
 
①面内方向剛性 
遮水矢板の面内方向剛性と強度は、次のように設定する。使用する遮水矢板の形状その
ままに、ソリッド要素を使ってメッシュ分割を行い（リアルモデル）、面内方向外側に力を
加えて引張り試験を行って応力－ひずみ関係を求める。この応力－ひずみ関係から求まる
弾性範囲内の引張り剛性を遮水矢板の面内方向剛性とする。 
次に、板要素を使って遮水矢板のモデル化（板モデル）を行い、リアルモデルで求めた
弾性範囲内の応力－ひずみ関係と等価な応力－ひずみ関係が得られる剛性を求め、この剛
性を３次元解析時の板要素の面内方向剛性とする。板要素を使ったモデル化の時、面内方
向の力に対して、遮水矢板はフランジの部分で抵抗することから、板要素の厚さは遮水矢
板の厚さと同じとする。 
板厚を使用矢板と同じとして設定した板モデルで、リアルモデルにおいて得られる応力
－ひずみ曲線の勾配変化点まで、等価となる応力－ひずみ曲線が得られる板要素のヤング
率を求める。本研究において設定した 13mm の板モデルで、リアルモデルと等価な応力－
ひずみ曲線が得られた板要素のヤング率は、E＝1.05×108（N/m2）で、鋼材のヤング率の
1/2,000 であった。 
リアルモデルにおける引張り試験結果より応力－ひずみ曲線の勾配変化点荷重を求める。
この荷重を板モデルの矢板の断面積で割って、板要素の部分的降伏が発生する応力を求め
る。せん断に対する部分的降伏発生応力は、Von-Mieses の破壊則から面内方向の部分的降
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伏発生応力の半分とする。 
図 3.2.10 に本研究において設定した引張り試験の解析モデルを、図 3.2.13 にリアルモデ
ルの引張り試験結果を示した。 
本研究において設定した、遮水矢板の板要素における面内方向剛性と部分的降伏発生応
力を表 3.2.4 に示した。 
 
②面外方向剛性 
 遮水矢板の面外方向剛性と強度を次のように設定する。使用する遮水矢板の形状そのま
まにソリッド要素を使ってメッシュ分割を行い（リアルモデル）、ヒンジで支持された２点
間の中心に力を加えて曲げ試験を行い、応力－ひずみ曲線を求める。 
 板モデルにおいては、遮水矢板は曲げに対してリブ部分でも抵抗することから、板要素
の厚さは遮水矢板と同じ断面 2 次モーメントとなる厚さから設定する。本研究においては
板要素の厚さは 126mm となった。したがって、断面２次モーメントは、遮水矢板の値を使
用する。板要素の断面係数は、板要素の板厚から計算する。 
 リアルモデルの曲げ試験で得られた応力－ひずみ曲線の勾配が変化する弾性限界までの
応力－ひずみ関係と、板モデルを使った曲げ試験において等価な応力－ひずみ関係が得ら
れるヤング率を求める。本研究において得られた板モデルのヤング率は E=1.58×1011
（N/m2）であった。これは、鋼材のヤング率の 75％に相当する。 
 板要素の面外方向の部分的降伏応力を次のように計算する。リアルモデルにおける曲げ
試験おいて、応力－ひずみ曲線が変化するステップ周辺を細分化して曲げ試験を行い、部
分的降伏が発生する荷重を確認する。そして、板モデルにおいてこの荷重を載荷して最大
応力が発生する試験体中央部の発生応力を求め、この応力を板要素の部分的降伏発生応力
とする。 
 また、板要素のせん断に対する部分的降伏発生応力は、Von-Mieses の破壊則から面外方
向の曲げに対する部分的降伏発生応力の半分とする。 
 図 3.2.17 に本研究において設定した曲げ試験の解析モデルを、また、図 3.2.19 にリアル
モデルの曲げ試験結果を示した。 
 表3.2.5に本研究において設定した遮水矢板の板要素の面外方向剛性と部分的降伏発生応
力を示した。 
 
 
 
6.3.3 各種パラメータの設定 
 
 ３次元動的解析にあたって、液状化の危険度が高い土層については有効応力解析を行う
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必要がある。本研究における設計断面においては、盛砂と敷砂部分を有効応力として取り
扱った。有効応力解析に用いる土の構成式は Densification モデル（モデル D）とし、パラ
メータは、繰返し三軸試験のシミュレーションを行って設定する。繰返し載荷回数が 20 回
で両振幅ひずみ５％が発生する応力比に対してシミュレーション結果と土質試験結果が対
応するよう、塑性せん断ひずみを規定するパラメータγ、ならびに塑性体積ひずみを規定
するパラメータＡおよびＢを設定する。 
 液状化の可能性が低い土層部分については、土の構成式には Mohr-Coulomb モデルを使
用し、全応力で解析する。 
 本研究で得られたDensificationモデルによる２次元解析で得られた残留変形図の例を図
3.2.5 に示した。モデル M（FLIP）による２次元解析の結果得られた残留変形図の例を図
3.2.6 に示した。本研究において設定した Densification モデルに使用するパラメータを表
3.2.1 に示した。 
 
 
 
6.3.4 MuDIAN による 3 次元動的有効応力解析 
 
 
6.3.2 解析モデル において設定した護岸隅角部の 3 次元モデルを対象として、解析コー
ド MuDIAN、または同等の機能を有する解析コードを用いて、設定されたレベルⅡ地震動
を入力地震動とし、護岸隅角部全体の残留変形、遮水矢板の変位および発生応力を解析す
る。入力地震動の方向は、遮水矢板の発生応力が最大となるように一方の護岸と平行な方
向とする。 
 
 
(1) 護岸と遮水矢板の変形 
 
 護岸隅角部の挙動と遮水矢板の変形を把握するために、下記の図を作成する。 
 
①護岸全体の残留変形図 
 液状化発生時の護岸隅角部の残留変形全体を確認する。特に、加振方向と加振方向護岸
および加振直角方向護岸の変形の関係を確認する。一般に、護岸隅角部の変形は護岸直線
部に比較して小さく、特に問題にならないと考えられる。本研究における護岸隅角部の残
留変形図を図 3.3.1 に示した。 
 
 134
②遮水矢板天端での水平方向残留変位の平面分布図 
 加振方向と遮水矢板天端の加振方向および加振直角方向の残留変位の関係を確認する。
本研究における遮水矢板天端の水平方向残留変位の平面分布を図 3.3.2 に示した。 
 
③遮水矢板位置での加振方向残留水平変位図、加振直角方向残留変位図 
 加振方向と遮水矢板の加振方向および加振直角方向の残留水平変位の関係を確認する。
本研究における遮水矢板位置での残留水平変位図を図 3.3.3、図 3.3.4 に示した。 
 
④過剰間隙水圧比最大値の鉛直分布図 
 過剰間隙水圧比分布図によって、液状化の発生状況と護岸の残留変形、遮水矢板の変位
を確認する。本研究における過剰間隙水圧比分布図を図 3.3.5 に示した。 
 
 
(2)遮水矢板の発生応力 
 
 遮水矢板に発生する応力度の評価を行うために、解析コード MuDIAN を用いて３次元動
的有効応力解析によって板要素に発生する図 3.3.6 に示した各種応力を求める。求められた
板要素の発生応力の水平分布は、図 3.3.6 に示すように深度ごとに番号をつけ、面内方向と
面外方向でそれぞれの図を作成する。これらの図のうち、本研究で得られた面内方向の応
力分布図を図 3.3.7 に、面外方向の応力分布図を図 3.3.8 に示した。 
 
 
 
6.4 ３次元静的全応力解析 
 
6.4.1 解析の手順 
 
 液状化に伴う地盤流動が発生する場合の遮水矢板の変位および発生応力の解析手順を図
6.4.1 に示す。始めに、2 次元動的解析（FLIP）の解析モデルと整合性をとって護岸直線部
のモデル作成、護岸隅角部のモデル作成、遮水矢板のモデル化を行う。次に ALID を用い
た３次元解析のために、FLIP による２次元動的解析、FLASH による１次元動的有効応力
解析、2 次元静的全応力を行い、各種パラメータを設定する。そして、ALID を用いた３次
元静的全応力解析を行い、隅角部の残留変位、遮水矢板の変位と曲げモーメント、遮水矢
板のミーゼス応力を求める。 
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図 6.4.1 ３次元静的全応力解析の手順 
 
 
 
6.4.2 解析モデル作成 
 
 ALID による３次元静的解析を行うために設定する解析モデルは、各種パラメータ設定の
ための護岸直線部２次元モデル、護岸隅角部３次元モデル、および遮水矢板の解析モデル
である。 
 
 
(1) 護岸直線部２次元モデル 
 
 ３次元静的 FEM 解析に使用する計算機は、大規模計算のための並列計算機システムでは
なく通常の電子計算機とする場合は、3 次元 FEM 解析における計算量をできるだけ少なく
する必要がある。このため、2 次元静的 FEM 解析のための解析メッシュは、実用上問題の
ない範囲で簡略化して設定する必要がある。本研究においては、大阪湾において建設され
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た廃棄物処分場の護岸を参考にして２次元標準断面を設定したが、この標準断面における
捨石部の構造が複雑であったため、FLIP による２次元動的解析のための解析メッシュは、
捨石部を一部簡略化して設定しなおし、この FLIP のための解析断面をさらに簡略化して図
4.2.1 に示した２次元静的 FEM 解析のための解析メッシュを作成した。この解析メッシュ
は、要素数 1,087、節点数 1,118 である。 
 
 
 
(2) 護岸隅角部３次元モデル 
 
 護岸隅角部の３次元モデルは、２次元静的 FEM 解析のために設定した護岸直線部２次元
モデルを直交させて作成する。また、３次元解析における計算量を考慮して解析エリアの
大きさを決定する。本研究においては、279m 四方のエリアをモデル化して図 4.2.2 に示し
た解析メッシュを作成した。この３次元モデルにおける要素数は 32,698、節点数は 35,158
である。 
 
 
 
(3) 遮水矢板のモデル化 
 
 遮水矢板の異方性を簡略に表現するために、面外曲げに働く梁要素と、面内引張りに働
く平面要素を組み合わせて図 4.2.3 に示したように遮水矢板のモデル化を行う。 
 遮水矢板周辺の状況を表現するために、矢板の両面にはジョイント要素を設ける。隅角
部ではジョイント要素の２面が矢板と接するために計算が収束しないため、図 4.2.4 に示し
たようにジョイント要素ではなく剛性のごく低い立体要素を設ける。 
 
 
 
 
6.4.3 各種パラメータの設定 
 
 ALID による残留変位の解析において必要となるパラメータは、地盤剛性低下率と地盤の
ポアソン比であり、次のように設定する。 
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(1) せん断剛性低下率 
 
①液状化層のせん断剛性低下率 
 ALID では、液状化層のせん断剛性低下率 G/G0は図 6.4.2 に示すように細粒分含有率 Fc
と液状化抵抗率 FLの関係で与えられる。地盤の剛性低下率を算定するために、廃棄物処分
場の代表的な地層断面をモデル化し、SHAKE で 1 次元応答計算を行って液状化抵抗率 FL
を求め、2 次元動的有効応力解析（FLIP）の計算結果の過剰間隙水圧比分布から等価な液
状化抵抗率 FLを推定し、得られた液状化低下率 FLから図 6.4.2 を用いてせん断剛性低下率
G/G0を求める。 
 また、一般的に FL=1.0～0.9 付近でせん断剛性の低下が進ことと、過剰間隙水圧比が 0.5
を超えると地盤の剛性が極端に低下することを考慮してせん断剛性低下率G/G0を設定する。 
 本研究において SHAKE によってレベルⅡ地震における 1 次元応答計算を行って求めた
FLと、FLIP で求めた同じ土層の過剰間隙水圧比を表 4.3.1 に、また、過剰間隙水圧比と等
価な液状化抵抗率 FL を設定し、図 6.4.2 を用いて求めたせん断剛性低下率 G/G0を表 4.3.2
に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.4.2 せん断剛性低下率 G/G0と液状化抵抗率 FLの関係図 
 
 
②非液状化層のせん断剛性低下率 
 
 比液状化砂層や捨石層は液状化層と隣接するため、液状化層からの間隙水圧の伝播を考
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慮し、それらの層のせん断剛性低下率 G/G0は隣接する液状化層のせん断剛性低下率の１０
倍とする。 
 
 
(2) ポアソン比 
 
①液状化層のポアソン比 
 液状化層のポアソン比νは、2 次元静的解析における護岸のり肩の変位を、２次元動的有
効応力解析（FLIP）によるのり肩変位と等価となるように、ポアソン比νを過剰間隙水圧
比の大きさと関連させながら変えて試行計算を行い設定する。本研究において設定した液
状化層のポアソン比を表 4.3.3 に示した。 
 
 
②非液状化層のポアソン比 
 非液状化砂層や捨石層は液状化層と隣接するため、液状化層からの過剰間隙水圧の伝播
を考慮して、0.45～0.49 とする。 
 
 
③2 次元静的全応力解析 
 以上のように設定したパラメータ（せん断剛性低下率 G/G0、ポアソン比ν）の値を用い、 
２次元静的解析メッシュによって２次元静的全応力解析を行い、護岸変位を FLIP の結果と
比較して確認を行う。２次元静的全応力解析は、収束のため表 6.4.1 に示す 3 段階に分けて
漸増自重解析を行う。本研究で得られた２次元静的全応力解析による護岸の変位を図 4.3.5
に、護岸のり肩の残留変位の比較を表 4.3.5 に示した。 
 
 
表 6.4.1 2 次元解析の荷重ステップ 
    step    地盤剛性 E’ 
     1    自重の１％ 
     2    自重の 10％ 
     3    自重の 100％ 
 
                  E’：液状化時の地盤剛性 
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6.4.4 ALID による３次元解析 
 
 2 次元静的全応力解析において設定した地盤の物性値を使用し、設定した３次元解析モデ
ルに対して３次元静的全応力解析を行い、護岸隅角部の変位、遮水矢板の変位と曲げモー
メント、遮水矢板のミーゼス応力を求める。荷重ステップは、計算を収束させるために表
6.4.1 に示した３段階で行う。 
 護岸の変位状況を確認するために、護岸隅角部と遮水矢板の変位分布図を作成する。図
4.4.1 に本研究において計算された護岸隅角部と遮水矢板の変位分布図を示した。 
 遮水矢板の変位状況を確認するため、矢板の変位図と曲げモーメント図を作成する。図
4.4.3 に本研究において計算された矢板の変位図と曲げモーメント図を示した。 
 遮水矢板の液状化発生後の安全性を確認するために、遮水矢板のミーゼス応力を計算し、
矢板交差部のミーゼス応力の分布図を作成する。図 4.4.4 に本研究において計算されたミー
ゼス応力の分布図を示した。 
 ミーゼス応力σＭはスカラーであり、次式によって計算する。 
 
 
      ここで、σx、σy、σz：x、y、z、面の鉛直応力 
                    τxy、τyz、τzx：x、y、z 面のせん断応力 
 
 
 
 
 
6.5 遮水矢板の発生応力の評価 
 
6.5.1 評価の手順 
 
 遮水矢板の発生応力の評価の手順を図 6.5.1 に示す。まず、リアルモデルの試験結果から
引張りとせん断の面内方向応力における部分的降伏発生応力を求め、３次元動的解析結果
と比較し面内方向の発生応力を評価する。つぎに、リアルモデルの試験結果から曲げとせ
ん断の面外方向応力における部分的降伏応力を求め、3 次元動的解析結果と比較し面外方向
(6.4.1))(3
2
)()()( 222
222
zxyzxy
xzzyyx
M τττσσσσσσσ +++−+−+−=
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の発生応力を評価する。そして、ALID を用いて解析した遮水矢板に発生するミーゼス応力
と降伏応力を比較評価する。 
 
 
 始 め 
 
 
面内方向の強度算定と発生応力の評価 
・ 面内方向の強度の算定 
・ 発生応力の評価 
 
 
面外方向の強度算定と発生応力の評価 
・ 面外方向の強度の算定 
・ 発生応力の評価 
 
 
液状化後の遮水矢板に発生するミーゼス応力の
評価 
 
 
 
  終 り 
 
 
             図 6.5.1 評価の手順 
 
 
 
6.5.2 面内方向の強度算定と発生応力の評価 
 
(1) 面内方向の強度の算定 
 
6.3.2 解析モデル作成 において、リアルモデルによる引張り試験の結果から得られた荷
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重－ひずみ曲線の勾配変化点の荷重を板モデルの矢板断面積で割ることによって板要素の
部分的降伏発生応力を求める。また、せん断に対する部分的降伏発生応力は、面内方向の
引張りによる部分的降伏発生応力の半分として求める。 
 
 
(2) 発生応力の評価 
 
 解析コード MuDIAN を用いてレベルⅡ地震動によって液状化中に遮水矢板に発生する
応力を解析した結果得られた面内応力および面内せん断応力が部分的降伏発生応力を超過
しないかを確認する。すべての面内応力が部分的降伏発生応力以内である場合は、遮水矢
板は面内方向外力に対して安全であると判断することができる。 
 面内応力が、部分的降伏発生応力を超過している場合は、リアルモデルによる引張り試
験の結果得られた荷重－ひずみ曲線の図において、最大発生応力と部分的降伏発生応力の
比に相当する荷重段階における遮水矢板のリアルモデルにおける応力分布図を作成する。
この応力分布図において遮水矢板の継ぎ手部の応力状態を確認し、降伏応力以下であれば
遮水機能が確保されていることが確認される。 
 継ぎ手部が降伏応力を超過している場合は、遮水機能が確保されることが確認できない
ことから、遮水矢板の規格を上げることなどによる設計変更を行う必要がある。 
 
 
 
6.5.3 面外方向の強度算定と発生応力の評価 
 
 
(1) 面外方向の強度の算定 
 
 6.3.2 解析モデル作成 において、リアルモデルにおける曲げ試験によって得られた荷重－
応力曲線が変化するステップにおける載荷荷重を求め、この荷重を板モデルに載荷するこ
とによって板要素の部分的降伏発生応力を求める。また、せん断に対する部分的降伏発生
応力は、面外方向の曲げに対する部分的降伏発生応力の半分として求める。 
 
 
(2) 発生応力の評価 
 
 解析コード MuDIAN を用いてレベルⅡ地震動によって液状化中に遮水矢板に発生する
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応力を解析した結果得られた面外応力および面外せん断応力が部分的降伏発生応力を超過
しないかを確認する。すべての面外応力が部分的降伏発生応力以内である場合は、遮水矢
板は面外方向外力について安全であると判断することができる。 
 面外応力が、部分的降伏発生応力を超過している場合は、リアルモデルによる曲げ試験
結果得られた荷重－ひずみ曲線の図において、最大発生応力と部分的降伏発生応力の比に
相当する荷重段階における遮水矢板のリアルモデルにおける応力分布図を作成する。この
応力分布図において遮水矢板の継ぎ手部の応力状態を確認し、降伏応力以内であれば遮水
機能が確保されていることが確認される。 
 継ぎ手部が降伏応力を超過している場合は、遮水機能が確保されることが確認できない
ことから、遮水矢板の規格を上げることなどによる設計変更を行う必要がある。 
 
 
6.5.4 液状化後の遮水矢板に発生するミーゼス応力の評価 
 
 ALID を用いた３次元解析によって、レベルⅡ地震動による液状化に伴う地盤流動によっ
て遮水矢板に発生する応力を解析した結果得られたミーゼス応力が、矢板の鋼材としての
降伏応力を超過しないことを確認する。ミーゼス応力が降伏応力を超過しない場合は、焼
いたの遮水機能は健全であると評価することができる。 
 ミーゼス応力が降伏応力を超過している場合は、遮水矢板に部分的な降伏が発生してか
ら矢板全体が降伏するまでに最も余裕がない面内方向のせん断に対するリアルモデルによ
る載荷試験の結果をもとに安全性の判断を行う。リアルモデルによるせん断試験において、
矢板に部分的降伏が発生してから矢板継手部が降伏するまでの荷重の増加比を求める。こ
の増加比が、解析の結果得られたミーゼス応力と鋼材の降伏応力の比よりも大きければ遮
水機能は確保されると判断することができる。 
 ミーゼス応力と鋼材の降伏応力の比のほうが大きい場合は、遮水矢板の規格を上げるこ
となどによる設計変更を行う必要がある。 
 
 
 
6.6 まとめ 
 
 本章においては、本研究の検討結果に基づき、管理型廃棄物埋立護岸の隅角部における
遮水矢板の耐震性能の照査手順を提案した。 
 6.1 概要において、隅角部の遮水矢板の耐震性能照査の概要と照査手順を述べた。 
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 6.2 護岸直線部の遮水矢板の耐震性能の評価において、解析の手順を説明し、地盤のモデ
ル化の方法、解析メッシュの作成方法、2 次元動的有効応力解析方法について説明した。 
 6.3 ３次元動的有効応力解析において、解析の手順を説明し、解析モデル作成方法、各種
パラメータの設定方法、MuDIAN による３次元動的解析の方法を説明した。 
6.4 3 次元静的全応力解析において、解析の手順を説明し、解析モデル作成方法、各種パ
ラメータの設定方法、ALID による３次元解析方法を説明した。 
  6.5 遮水矢板の発生応力の評価において、遮水矢板の面内方向の強度算定と発生応力の評
価方法、面外方向の強度算定と発生応力の評価方法、液状化後の遮水矢板に発生するミー
ゼス応力の評価方法を提案した。 
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第７章 結論 
 
 海上に建設される管理型廃棄物処分場においては、地震時に地盤の液状化が発生すると
護岸隅角部の遮水矢板に大きな集中応力が発生し、遮水矢板の破損に伴う汚染保有水の流
出という重大な被害が発生する可能性がある。しかし、これまでは３次元動的解析の困難
性などから地震時における護岸隅角部の遮水矢板の挙動や応力の解析を行うことができな
かった。このため、本研究においては、レベルⅡ地震動によって液状化が発生した場合に
おける護岸隅角部の遮水矢板の３次元解析手法について研究し、遮水矢板の耐震性能照査
手順について提案を行った。 
 
 第１章では、研究の背景と目的を整理した。まず、廃棄物最終処分場の概要について述
べ、次に護岸等の耐震性に関する既往の研究、管理型廃棄物埋立護岸の遮水矢板耐震設計
法の現状、廃棄物埋立護岸の耐震設計法の問題点について説明し、本研究の目的・課題、
および本研究の構成について述べた。 
 
 第２章では、廃棄物護岸の隅角部の遮水矢板に地震時に発生する応力状態と比較するた
め、2 次元動的解析を行って護岸直線部の遮水矢板に発生する応力状態の検討を行った。大
阪湾において建設された管理型廃棄物護岸を参考に護岸構造と地盤のモデル化、レベルⅡ
地震の入力地震動の設定を行い、このモデルについて 2 次元動的有効応力解析を行い、護
岸変位、遮水矢板の変位・発生応力について整理した。そして、遮水矢板の発生応力に対
する耐震性能の照査を行い、直線部のモデル護岸の耐震性能に問題がないことを確認した。 
 
 第３章では、３次元動的有効応力解析によって隅角部遮水矢板の挙動解析手法を提案す
ることを目的に、護岸が直交する護岸隅角部をモデル化し、解析コード MuDIAN による３
次元動的有効応力解析を行い、レベルⅡ地震動作用時の隅角部護岸の変形と遮水矢板に発
生する変形・応力を計算した。 
 大阪湾において建設された廃棄物処分場の傾斜式捨石護岸を参考に、護岸断面が直交す
る隅角部を含めて 465m 四方をモデル化し、解析メッシュを作成した。次に大規模モデル
計算に適した並列計算手法と本解析に使用した解析コード MuDIAN の概要、土の構成式、
地盤のモデル化について説明し、異方性を有する遮水矢板のモデル化の手法を提案した。 
 そして、レベルⅡ地震動（上町波）を入力地震動とし、液状化発生時における護岸隅角
部の挙動と遮水矢板の発生応力の解析を行った。 
 隅角部護岸の水平方向残留変位は、加振直角方向護岸 A の残留変位量と、加振平行方向
護岸 B の中間の大きさとなる。加振直角方向護岸 A と加振平行方向護岸 B はともに海側に
移動する。護岸隅角部も海側に移動するが、加振直角方向護岸 A の移動量が大きいため移
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動方向は加振方向から 45 度の方向よりも加振方向に近い方向となる。護岸隅角部の移動量
は、護岸直線部に比較して特に大きくなることはないことなどを確認した。 
 レベルⅡ地震作用時の護岸隅角部の遮水矢板の応力を解析したところ、破壊モードに最
も近い応力状態は、護岸が加振方向に移動することによって発生する面内方向のせん断応
力であり、地盤の液状化層と非液状化層の境界でせん断応力は最大となる。護岸隅角部の
遮水矢板には護岸直線部の遮水矢板よりもはるかに大きな応力が発生する。本解析ケース
においては、護岸隅角部の遮水矢板には部分的な降伏が発生し、遮水機能が保持されるか
を検証する必要があることがわかった。 
 以上のように、並列計算手法を使用し、解析コード MuDIAN を適用することによって、
これまで計算することができなかったレベルⅡ地震動による液状化発生中の管理型廃棄物
護岸隅角部の挙動と遮水矢板発生応力を解析し、遮水矢板の耐震性能照査のためには３次
元動的有効応力解析が必要であることを明らかにした。 
 
 第４章では、液状化に伴う地盤流動による隅角部遮水矢板の変形と発生応力を３次元静
的全応力解析によって計算する方法を提案した。 
 大阪湾において実際に建設された傾斜式捨石護岸の管理型廃棄物処分場を参考に、護岸
断面が直交する隅角部を含めて 275m 四方をモデル化し、解析メッシュを作成した。次に、
計算に使用する有限要素法モデルの概要、地盤のモデル化、異方性を有する遮水矢板のモ
デル化等について説明した。 
 液状化発生に伴う地盤流動による遮水矢板の挙動と発生応力を、２次元解析を対象とし
ている ALID を３次元解析に拡張する手法を考案し、ALID 用いた３次元静的全応力解析に
よって計算する方法を提案した。設定した解析モデルに対して２次元有効応力解析（FLIP）
を行い、護岸の残留変位分布、および過剰間隙水圧比分布を求めた。求められた残留変位
に対して ALID を用いて２次元静的全応力解析へ等価変換を行った。そして、２次元静的
全応力解析を３次元静的全応力解析に拡張し、護岸隅角部の遮水矢板の挙動と発生応力を
計算した。 
 設定した解析モデルについてレベルⅡ地震における隅角部遮水矢板の変形と発生応力を
解析した結果、次のことがわかった。矢板の変位は隅角部では X,Y 方向からの拘束によっ
て最小となり、隅角部から遠ざかるほど海側に大きくなる。直線部の遮水矢板の水平変位
は、２次元解析の結果よりも大きくなる。また、変位分布に対応して、隅角部の矢板上部
には許容応力度を越す大きな応力が発生する。 
 以上のように、ALID を３次元静的に拡張することにより、これまで技術的な困難性から
検討が実施されなかった、液状化に伴う地盤流動による護岸隅角部における遮水矢板の変
形と発生応力を解析し、遮水矢板の耐震性能照査のためには３次元静的全応力解析が必要
であることを明らかにした。 
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 第５章では、レベルⅡ地震動によって遮水矢板に降伏応力を超える応力が生じた場合の
遮水矢板の耐震性能の評価方法について提案した。 
 遮水矢板の強度を確認することを目的としたリアルモデルによる引張り試験、せん断試
験および曲げ試験のための遮水矢板のモデル化について述べた。 
 引張り試験のためのリアルモデルの面内方向に外力を加えて引張り試験を行い、遮水矢
板の引張り強度を確認した。次に、せん断試験のためのリアルモデルにせん断力を加えて
せん断試験を行い、遮水矢板のせん断強度を確認した。さらに、曲げ試験のためのリアル
モデルに面外方向の外力を加えて曲げ試験を行い、遮水矢板の曲げ強度を確認した。 
そして、液状化中における護岸隅角部の遮水矢板に発生する部分的降伏応力を越す発生
応力の評価を行い、遮水矢板の遮水機能が保持されることを示した。 
 また、液状化後に護岸隅角部の遮水矢板に発生する降伏応力を越すミーゼス応力につい
て評価し、遮水機能が保持されることを確認した。 
 以上のように、遮水矢板についてリアルモデルを作成して極限状態に達するまでのシミ
ュレーション実験を行うことによって、遮水矢板の遮水機能の確認をする方法を提案する
ことができた。 
 
 第６章では、本研究の検討結果を基に、隅角部の遮水矢板の耐震性能照査手順を提案し
た。 
まず、隅角部の遮水矢板の耐震設計法の手順について述べた。 
 次に、２次元動的有効応力解析の手順を説明し、地盤のモデル化の方法、解析メッシュ
の作成方法、2 次元動的有効応力解析方法について説明した。 
 3 次元動的有効応力解析による護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形・発生応力の解析手順
について説明し、解析モデル作成方法、異方性を有する遮水矢板のモデル化の方法、各種
パラメータの設定方法、MuDIAN を用いた３次元動的解析方法を説明した。 
 ３次元静的全応力解析による護岸隅角部の変形と遮水矢板の変形・発生応力の解析手順
について説明し、解析モデル作成方法、異方性を有する遮水矢板のモデル化の方法、各種
パラメータの設定方法、ALID による３次元解析方法を説明した。 
 そして、遮水矢板の面内応力の強度算定と発生応力の評価方法、面外方向の強度算定と
発生応力の評価方法、液状化後の遮水矢板に発生するミーゼス応力の評価方法を提案した。 
 以上のように、これまで検討することができなかった廃棄物護岸隅角部における遮水矢
板の耐震性能照査手順を提案することができた。 
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